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『生成 AI を活用した特許明細書の書き方』(OpenAI o1 版) 
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第1章 はじめに 
1.1 本書の狙いと読者層の明確化 
 本書では、生成 AI（Generative AI） を活用した特許明細書の作成というテーマを中心
に、「どのように導入すればよいのか」「具体的に何ができて、何ができないのか」を解説す
るとともに、将来の法的・技術的展望を提示します。生成 AI の大きな進歩によって、文章
自動生成や要約、翻訳といった用途が急速に実用化される一方で、専門性と厳密性が要求さ
れる特許明細書の作成でも果たして活用できるのか──多くの実務家や技術者が抱くこの
問いに、できるだけ実践的・具体的な回答を示すのが本書の目的です。 
 本書が想定する主な読者層は以下のとおりです。 

1. 弁理士になりたての初心者 
まだ数年程度の実務経験しかなく、特許明細書の書きぶりや制度の流れを勉強中の
方。生成 AI を上手に活用することで、明細書作成の基礎スキルを短期間で習得し、
品質向上と効率化を両立させるヒントを得られます。 

2. 企業の知財担当者 
研究所や開発部門と協力しながら出願戦略を考える方、または企業内で特許明細書
のドラフトをまとめる方。弁理士や外部特許事務所と協働する際にも、「どこまで AI
に任せるか」「何を人間がチェックすべきか」を見極めるための判断基準を身につけ
られます。 

3. 研究者・技術者 
自身が生み出した発明を特許化する際の手続きや書類作成に携わる方。明細書の基
本構成を理解しつつ、自分の技術領域の要点を AI に整理・要約させる方法を活用す
ることで、限られた時間を有効活用できるでしょう。 

 現代の AI は、見た目には「驚くほど流暢に文章を生成する」ことができても、厳密性や
正確性の面ではまだ多くの課題を抱えています。しかし、特許出願の現場では、大量の先行
技術文献を参照しながら矛盾なく書類を作り上げるという困難な作業が求められ、これは
AI の「膨大なデータをもとに高速検索・要約する力」を活用する大きなチャンスでもあり
ます。 
 本書を読み進めることで、読者は単に「AI を導入すれば効率化できる」という一般論だ
けでなく、どのようなステップを踏んでどこに注意すればよいのかという、より具体的で実
務に直結するノウハウを得られるはずです。 
 
1.2 生成 AI の登場背景と社会的インパクト 
 生成 AI とは、大規模言語モデル（LLM）などを中核に据え、テキストや画像、音声とい
ったさまざまなコンテンツを自動的に生み出す技術を総称します。近年、アカデミアと産業
界が協調し、ニューラルネットワークを高度化させた結果、モデルのパラメータ数が数十億
～数千億規模にまで拡大。その結果、自然言語の文脈理解能力が格段に向上し、大部分の読
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者が「人間と対話しているのか AI と対話しているのか分からない」と感じるほどの高品質
な文章生成が可能になりました。 
 この急激な技術進歩には、以下のような社会的要因が大きく関与しています。 

1. クラウド環境と計算資源の充実 
かつてはスパコンレベルの大規模計算が必要だったディープラーニングも、クラウ
ドの普及によって大企業やスタートアップを問わずアクセスしやすくなりました。 

2. インターネット上の膨大なデータ 
SNS やニュースサイト、学術論文データベースなど、日々膨大なテキストデータが
公開されています。これらを学習データとして取り込むことで、AI の表現能力が飛
躍的に上がりました。 

3. ユーザーフレンドリーな AI ツールの台頭 
API 経由で簡単に AI を呼び出せるサービスが数多く登場し、プログラムや数理の
専門家でなくとも利用しやすい環境が整っています。 

 こうした背景のもと、チャットボットや自動翻訳、プログラムコード生成などが急速に実
用レベルに達しつつあります。しかし、特許明細書のように法的に厳密な意味合いを持つ文
書となると、単に「自然な文章が書ける」だけでは不十分です。 
 とはいえ、特許分野においてもすでに先行事例が増え始めており、特許庁や弁理士事務所
で試験的に AI が導入される動きが見られます。たとえば、請求項ドラフティングの初期案
を AI に生成させたり、先行技術調査で要約結果を AI にまとめさせるなど、複数の工程で
の実験が進んでいるのです。 
 私たちは、こうした技術変化の最前線に身を置いており、「明細書の作成という高度専門
領域に AI が本当にどこまで食い込めるのか」を実務と照らし合わせながら検証する必要が
あります。本書では、この問いに対し「実際にはこう活用する」「ここはまだ未熟なので注
意する」という両面を示すことを試みます。 
 
1.3 特許明細書作成における AI の可能性 
 生成 AI が特許明細書作成にもたらす最大のインパクトは、以下の 3 点に集約されると考
えられます。 

1. 文章ドラフティングの効率化 
特許明細書は、発明の技術分野→従来技術→課題→解決手段→効果→実施例・図面
の説明といった論理構成を厳密に踏まえつつ、分量も数十ページに及ぶ場合があり
ます。AI を活用すれば、発明者から得た技術情報を手がかりに、まずは「型」を自
動生成し、それを人間が細かく調整するというプロセスに移行できる可能性があり
ます。 

2. 先行技術調査と要約の高速化 
特許庁のデータベースや商用データベースで検索すると、場合によっては数百件以
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上の先行文献が見つかります。これを人力で一つひとつ読んで要約するのは膨大な
時間と労力を要しますが、自然言語処理に長けた AI なら、興味深い部分を抽出し、
簡易要約を自動生成し、迅速に優先順位をつけるサポートをしてくれます。 

3. クレーム範囲の広さ・漏れチェック 
特許明細書のなかでも、とりわけ重要なのがクレームです。クレームは、どんな技
術要素をどの程度広く権利範囲として主張するかを左右するもので、特許の“心臓部”
と言っても過言ではありません。AI によって多角的なクレーム案を瞬時に生成させ
たり、発明者が見落としている補強要素を提案したりできれば、戦略的な明細書を
組み立てやすくなるでしょう。 

 一方で、AI にまつわる課題も無視できません。言語モデルが引き起こす「幻覚
（hallucination）」現象は代表的な例で、AI が実在しない情報をそれらしく書き出すリスク
があります。特許明細書に誤った技術情報や矛盾する記載が紛れ込めば、審査上の問題や後
の紛争時に不利益を被る恐れがあるため、最終的には専門家による厳重なチェックが不可
欠です。 
 また、機密情報を AI の外部サーバーに入力する際のセキュリティリスクや、AI が参照す
る学習データの著作権・発明者帰属など、法的に整理すべき論点も山積しています。本書で
は、これらのリスクや課題を具体的に取り上げ、回避策や現時点でのベストプラクティスを
提案していきます。 
 
1.4 本書の構成と読み方 
 本書は、生成 AI の基礎と特許明細書作成の基礎を改めて整理しつつ、各章で具体的な事
例やステップを紹介する構成を採用しています。ざっくりとした流れは以下のとおりです。 

• 第 2 章では、特許制度や明細書作成の基礎をまとめます。初心者を対象とした解説
ですので、経験者の方にとっては既知の内容も含まれますが、後の章で AI 活用を語
るための共通認識として要点を確認しておきましょう。 

• 第 3 章では、生成 AI の根幹技術である機械学習・ディープラーニングの基礎を解
説。特に大規模言語モデル（LLM）がどのように文章を理解・生成しているかをな
るべく噛み砕いて説明します。 

• 第 4 章以降は、具体的な特許明細書作成プロセスに AI を導入する方法をステップ・
バイ・ステップで示します。先行技術調査への応用、クレームドラフティング、説
明文の自動生成・校正、図面作成への展開といった実務に即した内容を扱います。 

• 第 5 章では、AI が生成する文章を活用するためのポイントをより掘り下げます。特
許文書特有の文体や用語の使い方から、誤りを見抜くチェック手順、プロンプトエ
ンジニアリングのノウハウまで、読者がすぐに実践できる技術的・運用的なコツを
提供します。 

• 第 6 章では、分野別（化学、ソフトウェア、機械・電気、AI 関連発明など）のケー
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ススタディを通じて、AI の活用ポイントや注意点をより詳細に検討します。読者自
身の専門分野と照らし合わせ、どんなアプローチが取り得るかを具体的にイメージ
する助けとなるでしょう。 

• 第 7 章では、企業で AI を導入する際のセキュリティや運用フロー、教育研修とい
ったマネジメント面の課題を取り上げます。外部委託と内製化の使い分けなど、実
務上の悩みや検討ポイントを整理します。 

• 第 8 章は、法的リスクと倫理的課題に焦点を当てます。AI 生成文章の著作権・発明
者の扱い、弁理士倫理規程との兼ね合い、不正競争防止や虚偽記載のリスクなど、
実務家が知っておくべき要注意事項を解説します。 

• 第 9 章では、生成 AI がさらに進化した場合の未来像を展望し、弁理士や知財担当
者がどのようにスキルを変化させていくべきかを考察します。AI に代替されるので
はなく、AI と協働することでより高度な業務にシフトする可能性があるという視点
を提示します。 

• 第 10 章（おわりに）では、これからの知財戦略と AI の関係を総括しつつ、読者へ
のメッセージをまとめます。すでに大きなうねりが始まっている AI の波を、いかに
「脅威」ではなく「変革のチャンス」として取り込んでいくか——本書を通じた学
習で身につけた知識・技術を、現場やキャリアで活かすためのヒントを提供します。 

 本書の読み方としては、読者それぞれの背景や興味に合わせて、まず気になる章から読ん
でいただいても構いません。たとえば、「まずは具体的な AI 活用事例を知りたい」という方
は第 4 章や第 6 章からスタートし、基礎部分は後から補うというのもひとつの方法です。 
 しかし、生成 AI がなぜここまで進化し、どんな強みと弱みを持っているのかをしっかり
理解しておくと、単に“操作マニュアル”にとどまらない、より広い視点で運用設計やリスク
管理を行えます。したがって、時間に余裕があれば、ぜひ最初から順に読み進めてみてくだ
さい。 
 
第 1 章まとめ 
 本章では、本書で取り上げる「生成 AI を活用した特許明細書の作成」というテーマに関
して、背景や狙い、全体構成を概観しました。いまや AI の文章生成能力は多くの分野で実
用段階に入りつつあり、特許分野にも大きな可能性を秘めています。とはいえ、特許明細書
には法的要件や技術的厳密性が求められ、一筋縄ではいかない課題も山積しています。 
 次章以降で詳しく解説するように、AI の導入によるメリットとデメリットをしっかり把
握した上で、最終的には「AI＋人間の専門知識」という組み合わせを最適化していくことが
重要です。どうぞ次章以降もお付き合いいただき、特許実務の新時代を切り開くヒントをつ
かんでいただければ幸いです。 
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第2章 特許明細書の基礎 
 

2.1 特許制度の概要 
2.1.1 特許制度の歴史と目的 
 特許制度は、新しい発明に対して排他的な権利を一定期間付与することで、発明を保護・
奨励し、その公表を促す仕組みを指します。歴史をたどると、その起源は 15～16 世紀のイ
タリアやイギリスにさかのぼるとされ、特にイギリス国王ジェームズ１世の時代（17 世紀）
に整備された特許法が現代特許制度の原型といわれています。 
 当時は、王室からの恩恵的な独占権が付与される形で始まりましたが、近代に入ってから
は「公共の利益のために新技術を公開し、それと引き換えに一定期間の独占権を認める」制
度として確立されました。 
 日本においては、明治時代（1885 年）の専売特許条例が端緒となり、以後、幾度かの法
改正を経て現在の特許法体系に至っています。現代の特許制度には、以下のような大きな目
的があります。 

1. 技術開示の奨励：発明者は自らの発明を公に開示することで、社会全体の技術水準
向上に寄与し、それと引き換えに一定期間の独占排他的な権利を得る。 

2. 研究開発投資の回収：企業や個人が開発投資に見合うリターンを得られるようにす
ることで、イノベーションを促進する。 

3. 競争の活性化：他者の発明情報が公開されることで、新たな改良発明や周辺技術の
開発が進み、さらなる技術発展の土台をつくる。 

 こうした目的を踏まえ、現在の特許制度は各国で少しずつルールが異なるものの、「新規
性」「進歩性」「産業上の利用可能性」などの特許要件をクリアすれば、発明者に約 20 年間
の特許権が与えられるのが一般的です。 
 
2.1.2 日本の特許制度の基本（出願から権利化まで） 
 日本の特許制度は、特許庁（JPO）が管轄しており、出願から審査・登録までの基本的な
流れは以下のとおりです。 

1. 出願（願書の提出） 
o 発明者またはその代理人（弁理士など）が、「願書」「明細書」「クレーム（特

許請求の範囲）」「要約書」「必要に応じて図面」などの書類を特許庁に提出
します。 

o この際に押さえておきたいのが、発明の公開と権利範囲の適切な設定です。
仮に不十分な記載だと、審査中に補正が困難となり、権利化できなかったり、
権利範囲が狭まったりする可能性があります。 

2. 方式審査・出願公開 
o 提出された書類に形式的な不備がないか（名前や住所の誤字脱字など）をチ
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ェックされます。 
o 出願から 1 年 6 か月後には、原則として出願公開が行われ、明細書の内容が

公衆に閲覧可能となります。 
3. 審査請求・実体審査 

o 出願人が審査請求を行うことで初めて、特許庁の審査官による実体審査がス
タートします。ここでは「新規性・進歩性があるか」「産業上利用できるか」
「記載要件を満たしているか」など、法的要件を満たしているかが判断され
ます。 

o 先行技術文献調査（サーチ）や、審査官による拒絶理由通知→意見書・補正
書のやりとりなどを経て、最終的に特許査定または拒絶査定が下されます。 

4. 特許登録・特許権の発生 
o 特許査定が確定すると、出願人が設定登録料を納付し、特許登録が完了しま

す。これによって特許権が発生し、出願日の基準から最長 20 年間（医薬品
等は延長制度あり）にわたって排他的な権利が行使できるようになります。 

5. 特許権の維持・活用 
o 特許権を維持するには、年金（特許料）を毎年納付しなければなりません。

未納の場合は権利が消滅します。 
o 特許権を取得した後は、ライセンス契約や譲渡などで収益化を図ったり、競

合他社の製品を差し止めたりできる反面、特許権侵害を主張する際には明細
書に書かれたクレームの範囲が大きく影響します。 

 この一連の流れで非常に重要なのが、「明細書の記載内容」です。特にクレームの書きぶ
りが不適切だと、十分な権利範囲を確保できずに出願の意義を損なってしまいかねません。
今後の章で扱う AI を活用したドラフティングの前提として、こうしたプロセス全体におけ
る明細書の重要性を改めて認識しておきましょう。 
 
2.1.3 海外の特許制度との比較（米国・欧州・中国など） 
 日本企業が海外展開を図る際には、海外での特許出願が不可欠となります。代表的な地域
としては米国、欧州、中国が挙げられ、それぞれ審査基準や制度的特徴に違いがあります。 

• 米国： 
o 先願主義への移行（2013 年の AIA 法）によって、日本と同様に「早く出願

した者」が原則的に発明者とみなされるようになりましたが、グレースピリ
オド（12 か月間）などが存在し、細かな運用差が依然残ります。 

o クレームの形式や審査官とのやりとり（Office Action 対応）にも独特のルー
ルがあり、継続出願や分割出願が多いのが特徴です。 

• 欧州（EPO）： 
o 欧州特許庁（EPO）に一括出願すれば、指定国ごとに特許を成立させる「統
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一特許」のような形がとれます。 
o 日本や米国に比べて、進歩性の判断がやや厳しい傾向があり、審査過程で「問

題・解決アプローチ」が重視されます。 
• 中国： 

o 世界最大の出願件数を誇る市場であり、近年は審査速度や品質が向上してい
ます。 

o 中国語で明細書を作成しなければならず、翻訳やローカル代理人との連携が
欠かせません。 

o 実用新型特許制度もあり（審査が簡易かつ早い）、企業の出願戦略において
大きな位置を占めます。 

 このように国・地域によって特許制度には細かな差異があるため、出願書類（明細書）の
作り方や戦略も変化します。しかし、大枠としては「明細書に発明内容を十分に開示し、ク
レームに適切な権利範囲を設定する」ことが重要なのは共通しているといえます。 
 生成 AI を活用する際も、海外出願向けの明細書ドラフティングを多言語でサポートでき
る可能性が期待されますが、そのためには各国の審査基準や書式要件に合った表現を生み
出せるよう、AI への正しいプロンプトや後工程の人間による調整が欠かせません。 
 
2.2 明細書の基本構成と書き方 
2.2.1 明細書の基本項目（従来技術、課題、手段、効果 ほか） 
 日本の特許明細書は、以下の要素を含む形式が一般的です。 

1. 発明の技術分野 
o 例：「本発明は、○○技術分野に関するものであり、特に△△装置の改良に

関する。」 
2. 従来技術 

o 従来例や公知文献などを紹介し、現状の技術的問題点・課題を具体的に示す。 
o 例：「従来の○○装置では、△△の際に高いコストがかかるという課題があ

った。」 
3. 発明が解決しようとする課題（発明の目的） 

o 発明によって解決しようとする具体的な課題を明示し、どのような利点が得
られるかを示す。 

o 例：「本発明の目的は、○○の効率を高めるとともに、△△を容易化するこ
とにある。」 

4. 課題を解決するための手段 
o クレームと整合を取る形で、どのような構成や方法、手順によって課題を解

決するかを説明する。 
o 例：「本発明は、○○を備えた装置本体と、△△を制御する制御部とを有し、
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これにより□□を可能とする。」 
5. 発明の効果 

o 「上記の構成により、△△を削減できる」「処理速度が○○％向上する」な
ど、具体的な効果を数値や比較で示す。 

o 例：「本発明によれば、□□工程の時間を約 50％短縮できるため、コスト削
減に有益である。」 

6. 図面の簡単な説明 
o 図面を用いて説明する際、その概要を明細書本文とつなげる。 
o 例：「図 1 は本発明の実施形態に係る○○装置の構成を示すブロック図であ

る。」 
7. 実施例（実施形態）の詳細 

o 発明を具体的に実施する方法や形態を記載し、実装可能性を示す。 
o 化学分野であれば合成手順や実験データ、機械分野であれば各部品の寸法や

材質などを詳述する。 
 なお、法的には「発明の詳細な説明」の中で、課題・手段・効果が一貫していることが重
要であり、審査や権利行使の段階で齟齬がないかが精査されます。 
 
2.2.2 クレームと要約書の作成ポイント 
 明細書の中でも、クレーム（特許請求の範囲）は特許の権利範囲を直接規定する最も重要
な部分です。以下の点に留意して作成しましょう。 

• 独立請求項：発明の中核となる構成を 1 つのクレームとしてまとめ、必要に応じて
複数の独立請求項を用意します（装置発明、方法発明、プログラム発明など）。 

• 従属請求項：独立請求項を限定する形で具体的な態様を追加し、多重従属も含めて
多層的な保護を図ります。 

• 用語の統一・定義：クレーム中で使う重要用語は本文（発明の詳細な説明）で明確
に定義し、記載ぶれを起こさないようにします。 

• 広すぎず狭すぎず：あまりに抽象度が高いと進歩性の拒絶理由を受けやすい一方、
限定しすぎると他社に回避設計を許すリスクがあります。 

 また、要約書は審査や技術調査を容易にするため、発明の概要を 400 字程度（厳密には
制限なし）で簡潔にまとめたものです。内容自体は権利範囲に影響しないとされますが、審
査官や第三者が発明を理解する入口として参照する可能性が高いため、誤解を招かない程
度にわかりやすく書くことが望まれます。 
 
2.2.3 明細書作成の初心者が陥りがちなミス 
 特許明細書を書く経験が浅い方に多い典型的なミスとしては、次のような事例が挙げら
れます。 
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1. 課題が曖昧、または過度に広範 
o 「コスト低減」「効率向上」など、あまりに漠然とした課題を書くと審査で

突っ込まれる可能性が高まります。 
2. 従来技術との差別化が不十分 

o 先行技術を十分に調査せずに書き始めた結果、差別化要素が曖昧になり、拒
絶理由を受けやすくなる。 

3. クレームと詳細説明の不一致 
o クレームに書いた構成要素が本文に書かれていなかったり、その逆もあった

りすると、補正の余地が狭まり特許取得が困難になります。 
4. 数値や実施例データの根拠不足 

o 化学や材料分野などでは「具体的な範囲や数値」を示すことで進歩性を裏付
ける場合が多いですが、実験データや考察が不十分だと説得力を欠きます。 

5. 語句の定義不足 
o 技術的な専門用語や固有名詞が明細書本文で明確に定義されていないと、ク

レーム解釈があいまいになり、後々の権利行使時に不利となります。 
 こうしたミスを防ぐには、実際に出願した明細書や公報の実例に触れること、そして先行
技術調査を怠らないことが肝要です。後に述べるように、生成 AI はこうした初心者ミスを
ある程度サポートする機能を持ち得ますが、最終的なジャッジは弁理士や知財担当者の目
が必須となります。 
 
2.3 新人弁理士・知財担当者が押さえるべきポイント 
2.3.1 期限管理と手続フロー 
 特許出願の実務では、各手続に厳格な期限が設定されています。たとえば、審査請求は出
願日から 3 年以内に行わないと取り下げられたとみなされ、拒絶理由通知への応答も指定
期間内（通常 60 日、海外在住の場合はもっと長い場合あり）に提出しなければなりません。 
 また、特許維持には毎年の年金納付が必要であり、うっかり未納のまま期限を過ぎると権
利が消滅してしまいます。こうした期限管理をエクセルや専用システムでしっかり行うこ
とが実務の基本です。 
 生成 AI は、カレンダーやデータベースと連携して「期限アラート」を出す程度であれば
可能性がありますが、現在のところ法定期限の管理は、システム的に厳密な運用・チェック
が不可欠となるため、AI 単独に任せるのは危険といえます。 
 
2.3.2 先行技術調査の基礎 
 審査官が判断を下す上で重要な材料となるのが、先行技術文献です。拒絶理由はたいてい
「既存文献に書いてある」「ありふれた設計変更で進歩性がない」などが根拠になります。 
 そのため、出願前に自社で先行技術調査をある程度行っておき、同時に弁理士が専門デー
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タベースを用いた詳細調査を行うことが望ましいです。 
 AI が得意とするのは、膨大な文献を一括で読み込み、キーワード抽出や要約などを実施
する部分です。今後の章で詳しく触れますが、先行技術調査に AI を導入することで、より
広範囲の文献を効率的に把握できる可能性が広がります。 
 
2.3.3 担当者間コミュニケーションのコツ 
 明細書作成は、発明者（研究者・技術者）と弁理士・知財担当者の連携が欠かせません。
特許明細書では、専門用語の定義や装置構成の論理的つながりを事細かに記述する必要が
あるため、お互いの認識や意図がずれると致命的なミスになりかねません。 
 以下のようなポイントを押さえると、スムーズな作業進行が期待できます。 

1. 発明のヒアリングシート 
o 発明者の頭の中にあるアイデアを整理するため、事前に「技術背景」「課題」

「解決手段」を書き出してもらう。 
o これを基に知財担当者がさらに聞き取りを行い、クレーム案の素案を作る。 

2. 定期ミーティング・ドラフトレビュー 
o 作成途中の明細書ドラフトを発明者に共有し、技術的におかしな点がないか

をこまめにチェックしてもらう。 
o 弁理士にとっては当たり前の表現でも、発明者にはわかりづらい箇所がある

かもしれないため、双方向のコミュニケーションが重要。 
3. 生成 AI の活用タイミング 

o AI がドラフトした文章を発明者に見せると、むしろ発明者が違和感を指摘
しやすいケースがあります。 

o ただし、機密情報を外部 AI ツールに入力する際には、情報漏洩リスクに注
意が必要です。 

 こうした基本を押さえつつ、生成 AI を活用することで得られる効率化にどれだけの付加
価値があるかを考えることが、第 3 章以降のテーマにつながっていきます。 
 
第 2 章まとめ 
 本章では、まず特許制度が持つ歴史的背景と目的、そして日本の特許出願フローを概観し
ました。また、欧米や中国など主要国との比較を通じて、特許明細書の基本的な構成要素（従
来技術、課題、手段、効果 など）やクレーム・要約書の作成ポイント、初心者が陥りがち
なミスを整理し、明細書がいかに権利化の成否や権利範囲を左右する重要な書類であるか
を再確認しました。 
 さらに、新米弁理士・知財担当者が必ず意識すべき期限管理や先行技術調査、担当者間コ
ミュニケーションのコツにも言及しました。 
 これらの基礎知識を踏まえた上で、次章ではいよいよ生成 AI そのものの技術的背景にフ
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ォーカスし、「AI がどのように文章を生成しているのか」「現段階でどんなことが可能なの
か」を学びます。ここを理解しておくと、第 4 章以降で扱う「明細書作成プロセスへの AI
導入」がよりクリアに見えてくるはずです。ぜひ続けてご覧ください。 
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第3章 生成 AI の基礎知識 
 

3.1 機械学習とディープラーニングの基本 
3.1.1 機械学習の全体像 
 機械学習（Machine Learning） とは、コンピュータが大量のデータから規則性を学習し、
予測や分類を行う手法の総称です。従来のプログラミングでは「人間がルールをすべて記述
し、それに従ってコンピュータが動作する」形をとっていましたが、機械学習では「コンピ
ュータ自身がデータから学んでルールを獲得する」形へとパラダイムが変化します。 
 たとえば、スパムメールの判定であれば、機械学習モデルに大量のメール文面を与え、ス
パムと正常メールの例を学習させます。するとモデルは「こういうキーワードが多いメール
はスパムっぽい」「送信アドレスがこういう形式のときは怪しい」といったパターンを自動
で推定します。これが教師あり学習の典型例です。 
 一方で、教師なし学習という手法もあります。これはラベル（正解データ）を与えず、デ
ータの特徴やクラスターを抽出する方法です。ニュースのトピック分類や画像のクラスタ
ー分析などに用いられます。 
 さらに、ここ数年で急速に注目を集めているのが、強化学習や生成モデルを含む深層学習
（ディープラーニング）の分野です。特に画像認識、音声認識、自然言語処理などで飛躍的
な性能向上を遂げ、「AI ブーム」と呼ばれる現象を巻き起こしています。 
 
3.1.2 ディープラーニング（深層学習）の仕組み 
 ディープラーニングとは、大量の層（レイヤー）を持つニューラルネットワークを用いて、
複雑な非線形関係を学習する手法を指します。シンプルなニューラルネットワークは「入力
→隠れ層→出力」という 3 層構造しか持たない場合が多いのに対し、ディープラーニング
では 10 層、100 層以上の深い構造を持つことも珍しくありません。 
 具体的には、入力データに対して各層の「重み（パラメータ）」と「活性化関数」を使っ
て特徴を抽出し、より上位の層へ伝達していきます。層が深くなるほど、抽象度の高い特徴
表現を学習できるため、たとえば画像であれば「エッジ」や「色領域」といった低レベル特
徴から、「目や鼻の形状」→「人物の顔の輪郭」→「誰の顔か」といった高レベル特徴へと
段階的に理解を深めていくのです。 
 自然言語処理（NLP）の分野でも、ディープラーニングが威力を発揮しており、「文脈を
理解したうえで単語と単語の関係を捉える」能力が飛躍的に向上しました。これにより、翻
訳やチャットボット、要約、文章生成など多様な応用が可能になり、後述する大規模言語モ
デルが生まれる土台となりました。 
 
3.1.3 AI ブームの背景と限界 
 現在の AI ブームを支える要因は、以下の 3 つが大きいといわれています。 
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1. ビッグデータの蓄積： 
SNS やスマートフォンの普及によって、テキスト・画像・音声といった膨大なデー
タが集まるようになりました。 

2. 計算資源の充実： 
GPU（Graphics Processing Unit）の発展やクラウドコンピューティングが、高負荷
なディープラーニングを可能にしました。 

3. アルゴリズムの進歩： 
特に Transformer という構造の導入によって、長文の文脈を効率的に捉える技術が
急速に進歩しました。 

 一方で、いくらモデルが巨大化しても、その内部は「数値パラメータの塊」であり、因果
関係や論理推論を完全に理解しているわけではないという見方もあります。特許明細書の
ように、高度な論理性と専門知識が要求される分野では、AI 出力を鵜呑みにせず、必ず専
門家がチェックする必要があります。 
 また、AI は学習データのバイアスをそのまま引き継ぐ可能性があり、意図せぬ偏見や誤
りを含む文章を生成することもあります。こうした限界点を踏まえながら、「何を AI に任
せ、どこを人間が責任を持って担うか」を設計することが極めて重要になります。 
 
3.2 大規模言語モデル（LLM）の原理 
3.2.1 Transformer アーキテクチャの概要 
 Transformer は、2017 年に Google の研究者らが発表した論文「Attention Is All You Need」
で提案された新しいニューラルネットワーク構造で、自然言語処理の分野に大きな革命を
起こしました。それ以前は RNN（リカレントニューラルネットワーク）や LSTM などが主
流でしたが、テキストの長い依存関係を学習するのに限界がありました。 
 Transformer の鍵となる仕組みは、Self-Attention（自己注意機構）です。文章中の単語同
士がどの程度関連しているかを定量化することで、文脈をより柔軟かつ効率的に理解でき
ます。RNN のように文頭から文末へ一方向に情報を流すのではなく、Attention を用いて任
意の位置の単語同士を同時に参照できるのが特徴です。 
 これにより、大規模なコーパスを学習しても並列計算がしやすく、多言語の文脈や専門用
語までカバーできるパラメータを獲得しやすくなりました。その結果、さらに大きなモデル
を作ってより膨大なテキストを学習させることで、自然に文章を生成したり、文脈に応じて
知識を組み合わせたりできる大規模言語モデル（LLM）が誕生したのです。 
 
3.2.2 GPT シリーズなど主要モデルの進化 
 Transformer をベースに作られた LLM の代表例が、OpenAI が開発した GPT（Generative 
Pre-trained Transformer）シリーズです。GPT-1、GPT-2、GPT-3、GPT-4 とバージョン
アップを重ねるごとに、モデルのパラメータ数も学習データ量も飛躍的に増加しています。 
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• GPT-2（2019 年）： 
オープンソースで公開され、その強力な文章生成能力が注目を集めました。 

• GPT-3（2020 年）： 
1750 億パラメータという巨大なモデルサイズを実現し、翻訳・要約・プログラムコ
ード生成など多方面で高性能を発揮。 

• GPT-4（2023 年）： 
さらに大規模化し、人間の専門家レベルに近い自然な文章生成や言語理解が可能と
される。 

 他にも、Google の Gemini、Anthropic の Claude、Meta の LLaMA など、多種多様な LLM
が世界中で研究・開発され、特許文書や医学文献、法律文書など特定分野に特化したモデル
の試みも盛んに行われています。 
 これらのモデルの実用化が進む背景には、API やクラウドサービスの提供が普及し、プロ
グラミング知識が少なくても対話形式でモデルを呼び出し、文章を生成させることが容易
になった点が挙げられます。特許実務においても、こうしたサービスを利用すれば、先行技
術調査の要約やクレームドラフティングなどを短時間で支援してくれる可能性が生まれま
す。 
 
3.2.3 日本発の言語モデルやオープンソース動向 
 世界的な AI モデルの主導権は欧米企業が握っている印象がありますが、日本でも研究機
関や企業が独自の LLM を開発しつつあります。たとえば、東大や東工大などの大学、大手
IT 企業、スタートアップが協力して国産モデルを構築するプロジェクトが進行中です。 
 また、「商用プラットフォームに依存しすぎるのはリスク」と考える企業の間では、オー
プンソースの LLM を自社サーバーに導入して運用する動きも増えています。特許明細書は
高度な機密情報を含むため、外部クラウドにデータを送ることを嫌う企業も少なくありま
せん。オンプレミス（社内環境）にモデルを置き、カスタマイズしたうえで運用すれば、機
密保持やコンプライアンスの面で優位性を確保できる可能性があります。 
 
3.3 生成 AI の活用事例と展望 
3.3.1 自然言語処理（翻訳・要約・対話） 
 生成 AI の典型的な用途としては、以下のような自然言語処理が挙げられます。 

• 自動翻訳： 
英語から日本語へ、日本語から中国語へ、など多言語間の翻訳を瞬時に行い、特許
明細書や学術論文など専門度の高い文章でも、従来のルールベース翻訳より自然な
訳文を出力します。 

• 要約： 
長文の記事やレポートを数行の要約文にまとめ、キーポイントを抜き出す。先行技
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術調査で数多くの文献をざっと読む際に大きく役立ちます。 
• チャットボット： 

対話形式で文章を生成し、ユーザーの疑問に回答したり、アイデア出しを支援した
りします。特許実務でも、簡易な質疑応答やドキュメント作成に活かせる可能性が
あります。 

 これらはいずれも特許実務と高い親和性を持ち、後章で具体例として詳しく触れます。し
かし、高度に専門的な領域になるほど、AI 単独では誤りが混入するリスクが高まるため、
特に法的に厳密さが要求される特許文書には、専門家の監修・レビューを欠かせません。 
 
3.3.2 音声認識・画像生成など関連領域 
 文章生成以外にも、音声認識や画像生成（DALL-E、Midjourney など）といった生成 AI
が台頭しています。たとえば、音声認識と自然言語処理を組み合わせれば、研究者の口述イ
ンタビューを自動でテキスト起こしし、さらに要約を生成するといったことが可能です。 
 画像生成 AI は、特許図面を半自動的に作成するツールとしての可能性が議論されていま
す。まだ特許庁の図面要件を完全に満たすレベルではありませんが、機械部品の 3D モデリ
ングや概念図のドラフトを瞬時に出力する段階まで進化する可能性があります。こうした
周辺技術を複合的に組み合わせることで、明細書の作成工程を大幅に効率化できる未来が
期待されています。 
 
3.3.3 特許業務以外への AI 活用（法務・経理・営業など） 
 特許業務に限らず、企業のさまざまな部門で生成 AI の導入が進んでいます。 

• 法務部門：契約書レビューや法令検索を AI に任せる試みが始まっています。定型的
な契約書の修正案を AI が提示し、最終調整を弁護士や法務担当が行う仕組みです。 

• 経理・財務部門：請求書や領収書データの読み取り、会計ソフトへの仕訳入力を自
動化。 

• 営業・マーケティング部門：顧客対応用のチャットボットや、製品紹介資料のドラ
フト作成、SNS 投稿の自動生成など。 

 このように、多くの部門で“AI＋人間”の協働体制が整いつつあります。特許実務は高度に
専門的であり、法的責任も重いですが、だからこそ AI が支援するメリットも大きいはずで
す。 
 重要なのは、AI をどこまで信用し、どの部分を人間が担うかを明確に線引きし、最終的
な責任は誰が負うのかを明確にしておくことです。特許出願の可否や権利範囲、拒絶理由へ
の応答といった重大な決断は、あくまで弁理士や知財担当者が主体的に行う必要がありま
す。 
 
第 3 章まとめ 
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 本章では、生成 AI の正体ともいえる機械学習・ディープラーニングの基本的な仕組みや、
特に Transformer アーキテクチャを核とした大規模言語モデル（LLM）の成り立ちを概説
しました。 
 現代の AI が文章や画像を「まるで人間が作ったように」生成できる背景には、巨大小説
量のデータと膨大なパラメータ、そして並列処理に適したネットワーク構造があるという
点を理解しておくと、後々の明細書作成への応用イメージが掴みやすくなります。 
 とはいえ、LLM の出力はしばしば幻覚（hallucination）やバイアスを含み、特許のように
法的要件が厳密な文章では、これらを見極める慎重なチェックが欠かせません。次章では、
こうした生成 AI の特性を踏まえたうえで、具体的な特許明細書の作成フローにどのように
導入できるかをステップごとに見ていきます。ぜひ続けてご覧ください。 
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第4章 生成 AI を活用した特許明細書作成の流れ 
 

4.1 明細書作成プロセス全体像 
4.1.1 上流工程（発明の発掘・ヒアリング） 
 特許明細書を作成する前に、まずは発明そのものの発掘と技術内容のヒアリングが必要
です。企業の研究者・技術者が開発の過程で得たアイデアや成果を、知財担当者や弁理士が
キャッチし、どのような技術的特徴が特許に値するか検討します。 

• AI の活用ポイント 
o 会議音声やインタビューの録音データを自動文字起こしし、重要ワードを抽

出する。 
o チャット形式で AI に「この技術がどのような課題を解決するか要約して」

と指示し、最初の整理を支援してもらう。 
 この段階では、機密情報を扱うことが多いため、オフライン環境またはセキュアな環境で
AI を動かす必要があります。生成 AI を「外部のクラウドサービス」に接続してしまうと、
データが外部に蓄積されるリスクがあるため、社内サーバーやオンプレミス型のモデルを
活用する事例も増えています。 
 
4.1.2 中流工程（先行技術調査・クレーム骨子作成） 
 ある程度発明の全容が見えてきたら、特許出願の成立可能性を判断するために先行技術
調査を行います。また同時に、発明の要旨を整理してクレームの骨子（どのような技術要素
を権利化するか）を検討します。 

• AI の活用ポイント 
o 特許公報や学術論文の大量データを一括でスクリーニングし、要約や関連度

スコアを付与してもらう。 
o 発明者から得た情報をベースに「クレームの原案を生成」してもらい、参考

にしながら人間がブラッシュアップする。 
o  

4.1.3 下流工程（明細書ドラフト作成・校正・提出） 
 先行技術調査の結果を踏まえ、出願方針を固めたら、実際に明細書本文と図面を作成し、
審査請求までの手続きを進めます。最終的には、拒絶理由通知への応答や補正書の提出など、
権利化までに複数回の書類作成作業が発生するケースも珍しくありません。 

• AI の活用ポイント 
o 「従来技術」「課題」「解決手段」「効果」などの文章ドラフティングを AI に

任せ、短時間で初期案を得る。 
o 完成したドラフトを AI に再投入し、文法チェックや矛盾箇所の指摘を受け

て校正作業を効率化する。 
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 このように、特許明細書の作成は上流～中流～下流にわたる連続的な工程であり、各ステ
ップで適度に生成 AI の力を借りると、全体の作業時間を大幅に短縮することが期待できま
す。 
 
4.2 先行技術調査への AI 活用 
4.2.1 従来の調査手法との違い 
 先行技術調査（特許調査）は、これまで特許データベースを用いてキーワード検索や分類
検索を繰り返し、抽出された文献を人手で読み解いていました。たとえば、日本特許庁の J-
PlatPat や商用の特許検索サービスを使い、CPC／IPC 分類やキーワードを組み合わせて大
量の公報を絞り込みます。 
 これに対し、生成 AI を搭載した調査ツールでは、自然言語検索を活用してより柔軟に文
献を探索したり、抽出した文献の要点を自動要約したりできるのがメリットです。たとえば、
「○○技術分野で、△△の課題を解決する手法を既に開示している公報がないか」を文章形
式で入力すると、関連公報を候補リストとし、重要箇所を数行で示してくれるケースがあり
ます。 
 
4.2.2 AI を使った調査ツールの比較・導入事例 
 近年、特許検索＋生成 AI を標榜するツールが増えています。代表的な機能としては以下
が挙げられます。 

1. コンテキストを維持した検索 
o 「○○技術分野における省エネ手法で、特に△△装置に適用できるもの」の

ようなフレーズを入れると、キーワード分解と文脈解析を自動的に行い、関
連度の高い公報をまとめて表示する。 

2. 要約生成・ポイント抽出 
o 選定された公報ごとに「要約」「主要クレーム」「発明のポイント」などを AI

が抜粋し、数行～数百字のレベルでまとめる。 
3. 翻訳支援 

o 英文公報だけでなく、中国語・ドイツ語などの公報も、同時に日本語要約を
生成し、一気に内容を把握できる。 

 企業の知財部や特許事務所では、こうした AI ツールをリサーチフェーズで導入すること
によって、膨大な先行技術のスクリーニングを短期間で行い、担当者はより詳細な精査や戦
略立案に時間を割けるようになる事例が増えています。 
 
4.2.3 結果の精査・検証プロセス 
 とはいえ、AI が提供する「関連度スコア」や「要約結果」は完全には信用できないこと
も多いため、人間が検証する仕組みが欠かせません。具体的には： 
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• 重複検出ミス：AI が同じ技術を指している文献を複数ヒットさせ、別々の候補とし
て提示する場合がある。 

• 誤要約／誤解釈：テキストの文脈を外して要約してしまい、実際にはその公報に書
かれていない要素を「ある」と誤りを含んで要約する場合がある。 

• キーワードのバイアス：よく使う単語に偏重し、同義語や関連表現に対応しきれな
い。 

 そのため、最終的な先行技術調査リストの確認は、特許調査のプロや弁理士が行うのが望
ましいです。AI の機能を「事前の絞り込みや要約」に活用しつつ、抜け漏れや誤りの判断
はあくまで人間がやるという役割分担を整備しておくとよいでしょう。 
 
4.3 発明の要旨整理とクレーム案作成 
4.3.1 ヒアリング情報の構造化 
 先行技術調査を経て、出願する価値の高い発明だと分かったら、次は具体的な明細書執筆
に向けて詳細を詰めていきます。まずは発明者が口頭やメモ書きで説明してくれた内容を、
特許法の視点で以下のように整理します。 

• 課題：いま抱えている技術的問題、あるいは市場ニーズや欠点。 
• 手段：どのような構成や方法で課題を解決しようとしているか（機能構成やプロセ

ス手順、回路図など）。 
• 効果：実際にどれだけコスト削減や性能向上が得られたか、具体的な数値や比較対

照。 
 生成 AI をこの段階で使う場合、たとえば「以下の情報を入力するので、“課題／解決手段
／効果”の項目に分けて整理し、仮の小見出しを付けて文章化してほしい」とプロンプトを
与え、発明内容のあらすじを AI に作ってもらうことが可能です。 
 
4.3.2 AI が生成したクレーム案のレビュー・修正事例 
 実際の作業手順としては、AI に対して以下のようなプロンプトを投げるイメージです。 
「以下の技術情報をすべて含むクレームを作成してください。 

• 本発明は○○装置を対象とし、△△な構成を備える。 
• 主要な技術的特徴として、××を制御するアルゴリズム A を有する。 
• 装置の稼働時間が□□％短縮できる。 

日本の特許明細書のクレーム形式に従い、最初に独立請求項を示し、その後、従属
請求項を 3 つ程度提案してください。」 

 すると AI は、独立請求項 1 つ、従属請求項 3 つといった形式で草案を生成するでしょ
う。たとえば： 

1. 独立請求項：「○○装置であって、…」 
2. 従属請求項 1：「請求項 1 において、××のアルゴリズム A が…」 
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3. 従属請求項 2：「請求項 1 または 2 において、…」 
4. 従属請求項 3：「請求項 1～3 のいずれかにおいて、…」 

 これを実際に見てみると、冗長な表現や法的に不適切な文言が混じっていたり、技術的に
誤解している表現が含まれる場合があります。そのため、弁理士や知財担当者がレビューを
行い、以下のように修正します。 

• 「クレームで定義した装置構成が“課題”や“効果”の説明と矛盾しないか」 
• 「アルゴリズム A の説明が足りないので、構成要素をもっと具体的に書きたい」 
• 「従属請求項の階層を多重従属に変えたほうが広範な保護を得られるのでは」 

 こうした“AI＋人間”の二段構えによって、最初から自力で白紙から書くよりも作業時間
を大幅に削減でき、かつヒアリング漏れや抜け漏れを早期に発見できる可能性があります。 
 
4.4 説明文の自動生成と校正 
4.4.1 AI を使った「課題／解決手段／効果」記載のドラフト 
 クレーム案がまとまったら、それに対応する本文（発明の詳細な説明）を作成します。生
成 AI を使う場面として、たとえば次のようなプロンプトが考えられます。 
「以下のクレーム案を元に、特許明細書の‘課題’‘解決手段’‘効果’のセクションのドラフトを
作成してください。なお、装置構成やアルゴリズム A に関する説明を具体的に盛り込んで
ください。」 
 AI は、与えられた情報を基に、論理構造に合わせて文章を並べ替え、ある程度まとまっ
たテキストを生成します。たとえば： 

• 「従来技術では××の問題があり、本発明はこれを解決するため、〇〇装置に△△
を組み込む構成を特徴とする…」 

• 「本発明によれば、□□の時間が△△％短縮できるため、コスト削減に大きく貢献
する…」 

 ここで重要なのは、AI があくまで“参照したデータや文脈”に基づいて文章を作るため、
誤った因果関係や幻覚（架空の数値・構成）を挿入してしまう可能性があることです。必ず
発明者や担当者が事実と合致しているかを確認し、必要に応じて根拠（実験データ、試験成
績、比較例など）を補うことが欠かせません。 
 
4.4.2 記載不備や矛盾を発見するためのチェックリスト 
 AI が生成したドラフトをどのようにチェックすればよいか、ポイントを整理します。 

1. クレームとの整合性： 
o クレームで定義した要素（装置名、パラメータ、工程など）が本文にも正確

に記載されているか。 
o 一貫した用語が使われているか（「センサー」なのか「検出部」なのかなど）。 

2. 数値や実施例の信憑性： 
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o AI が勝手に挿入した数値や比較対象がないか。 
o 実施例の温度、時間、濃度、寸法など、専門知識に基づいて正しい範囲かを

確認。 
3. 課題・解決手段・効果のロジック： 

o 「課題＝従来技術の欠点」がしっかり述べられ、それを解決する方法が具体
的に示されているか。 

o 解決手段から導かれる効果が科学的・論理的に繋がっているか。 
4. 誤字脱字・形式要件： 

o 特許明細書にありがちな独特の文体（「…することを特徴とする…」など）
に沿っているか。 

o 図面番号との整合や参照符号の不一致がないか。 
 こうしたチェックを人間の担当者が確実に実施することで、AI が生み出した草稿をより
完成度の高い明細書へと仕上げていくことが可能になります。 
 
4.5 図面作成への AI 応用の可能性 
4.5.1 現在の画像生成 AI の限界と展望 
 特許明細書には、発明の構造や動きを示す図面が不可欠です。しかし、画像生成 AI（例：
Midjourney、DALL-E など）は、まだ特許図面作成においては以下の課題があります。 

• 表現の自由度が高すぎる： 
特許図面はモノクロ線画で明瞭に構成を示すのが基本であり、アーティスティック
なイラストを必要としているわけではない。 

• 番号付けや寸法の厳密化が難しい： 
図面に付与する部品番号や寸法線は、一定のルールに基づいて正確に配置しなけれ
ばならないが、現状の生成 AI はこうした“製図ルール”を厳密には理解していない。 

• 技術内容を抽象化できるか： 
ときには、具体的な形状よりも発明の概念を示す「概略図」が必要になるが、それ
を要望通りに出力させるには、まだ高度な指示が必要。 
 

4.5.2 3D CAD や図面ソフトとの連携事例 
 とはいえ、将来的な展望としては、以下のような形で AI が図面作成を支援する可能性が
期待されています。 

• 3D モデルから 2D 図面を自動生成する CAD 機能に、AI が組み込まれる。 
→ ユーザーが大まかな 3D スケッチを用意し、AI が部品のラベルや寸法線、ハッ
チングを追加する。 

• 基本の線画を AI が自動作成し、それを人間が編集ソフトで微調整する。 
→ 「こういうブロック図にしてほしい」「回路記号を正確に並べたい」という要望
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をプロンプトで伝え、AI がベースを作り、人間が最終調整する。 
 今はまだ実験段階のツールが多いものの、画像生成 AI の進化が進めば、明細書に添付す
る図面にも一定の自動化メリットがもたらされるかもしれません。少なくとも、イメージの
草案を素早く得る段階では活用が期待できるでしょう。 
 
第 4 章まとめ 
 本章では、特許明細書の作成工程（上流～中流～下流）を概観し、その各フェーズでの生
成 AI の活用方法を紹介しました。特に、先行技術調査・クレーム案ドラフティング・説明
文作成・校正といったテキスト作成中心の部分で、AI が大きく力を発揮し得ることが分か
ります。 
 一方で、図面の生成など、まだ AI 単独では精度が不十分な領域もあり、人間との協働が
不可欠である現状も浮き彫りになりました。 
 次章（第 5 章）では、こうした AI が生成する文章を上手に活用するための具体的なテク
ニック（プロンプトエンジニアリング、誤り検出、情報漏れ防止など）をさらに詳しく掘り
下げます。特許明細書という厳密な文書を扱ううえで、どこまで AI に任せていいのか、そ
してどうやって最終確認を行うのかをぜひ学んでみてください。 
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第5章 AI が生成する文章を活用するためのポイント 
 

5.1 特許文書特有の文体・用語 
5.1.1 一般文書との違い 
 特許明細書は、日常的なビジネス文書とは明らかに文体や用語使いが異なります。特許明
細書特有の特徴として、以下のような点が挙げられます。 

1. 冗長かつ正確さを重視 
o 「請求項１に記載の発明は、○○を備える…」など、一文が長い傾向があり

ます。これは、言葉のあいまいさを排除し、法的・技術的に権利範囲を明確
化するためです。 

2. 繰り返し表現の多用 
o 同じ意味合いを“微妙に言い換える”のではなく、むしろ同じ用語を使って何

度も繰り返し、読者（審査官や裁判官）に誤読を生じさせないようにします。 
3. 特有の書式・構成 

o 「従来技術」「発明が解決しようとする課題」「課題を解決するための手段」
「発明の効果」といった見出しの配置や、クレームの段階的記載（独立請求
項→従属請求項）など、法令に基づく定型的スタイルがあります。 

 いくら AI が自然な文章を生成できても、これらの“特許独特の書きぶり”を自動で学習し
ているとは限らないため、必ず人間がチェック・修正を行わなければなりません。 
 
5.1.2 AI に指示する前に押さえておきたい文体上の注意点 
 生成 AI を使って特許文書らしい文章を最初から書かせたい場合、プロンプト段階で以下
のような指示をすると、ある程度“それっぽい”文体を出力しやすくなります。 

• 「特許明細書風の文体で書いてください」 
o 通常のビジネス文書ではなく、法的要件を満たす厳密な言い回しを期待して

いることを示します。 
• 「○○装置を対象とし、構成要素を列挙しながら説明してください」 

o 箇条書きや段階的な説明を AI に促すことで、従来技術→課題→解決手段→
効果の流れを人為的に作りやすくなります。 

• 「クレーム形式に従い、『…することを特徴とする…』という表現を用いてください」 
o 日本の特許クレームでよく使用される定型表現を、プロンプトに盛り込みま

す。 
 ただし、AI がいわゆる「弁理士的な書式センス」を完全に再現するのは難しく、往々に
して文体が中途半端になりがちです。初期ドラフトとしては有用でも、最終的にはプロが校
正し、用語の統一や冗長な表現の削除、法的観点でのチェックを行う必要があります。 
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5.2 AI 出力の正確性と誤りの見抜き方 
5.2.1 幻覚（hallucination）への対処法 
 幻覚（hallucination） とは、AI があたかも事実であるかのように架空の情報を“それっぽ
く”生成してしまう現象です。特許明細書においてこれが発生すると、「存在しない先行技術
を引用してしまう」「実際には測定していない数値を捏造してしまう」といった危険があり
ます。 

1. 具体的な裏付けを求める 
o AI が生成した主張（例：「この反応条件では収率 80％が得られる」）につい

て、「参考文献は？ 実験データは？」と再度質問し、根拠があるかどうかを
確かめるプロセスを設ける。 

2. 複数ソースとの突合 
o AI から得た情報を、社内ドキュメントや特許データベースなど別の情報源

と照合し、一致するかを確認する。 
o 一致しなければ、AI の出力は“仮説段階”として取り扱い、人間が真偽を再検

証する。 
3. モデル更新とプロンプト精度 

o 使用しているモデルが古い場合、新しい情報が学習されておらず、誤りが混
入しやすい。最新バージョンのモデルや、学習データを特許文献に特化させ
たファインチューニング版を活用する方法もある。 

o プロンプトの書き方を改善すると、幻覚発生率が低下することもある。 
o  

5.2.2 特許文献固有の用語に対する誤変換・誤解釈事例 
 特許文献には、一般的な辞書には載っていない専門用語や略語、あるいは企業独自の用語
が頻繁に登場します。AI はこれらを誤変換・誤解釈しやすいため、注意が必要です。 

• 誤変換の例： 
o 「Li イオン（リチウムイオン）二次電池」を「Li イオンの 2 次指数関数」

と誤解する 
o 「多層プリント基板（Multi-layer PCB）」を「多数プリント回路基板」と誤

訳する 
• 対策： 

o 用語集（グロッサリー）を社内で整備し、AI に対して「あらかじめこの用語
定義を参照して文章を作ってほしい」と指示する。 

o 重要な技術用語はプロンプトに注釈付きで与え、「ここは決して変換・言い
換えしないでほしい」といったルールを明示しておく。 

o 出力結果を人間が読み込む際に、特に「専門用語」「固有名詞」「化学式」な
どを重点チェックする。 
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5.3 重要な情報の抜け漏れ防止策 
5.3.1 発明者ヒアリングシートの活用 
 AI は、与えられたインプット情報をもとに文章を組み立てるため、肝心の技術的要素が
入力段階で抜け落ちていると、一生懸命“それっぽい”文章を生成しても、中身が欠けてしま
います。そこで有効なのが、事前に整理された発明者ヒアリングシートです。 

• ヒアリングシート内容 
1. 技術的背景（従来技術・他社動向） 
2. 解決すべき課題（性能・コスト・社会的需要など） 
3. 実施例や測定データ（化学の場合は反応条件、ソフトウェアの場合はフロー

チャートなど） 
4. 競合技術や類似技術との違い 

 これらを箇条書きや図表でまとめておき、AI へのプロンプトになるべく漏れなく盛り込
むことで、重要情報が欠落しにくい下地を作れます。特に発明者が口頭で話しただけの内容
を AI に渡す際は、必ずテキストデータとして正確に落とし込み、ポイントを整理しましょ
う。 
 
5.3.2 ダブルチェック・レビュー体制の設計 
 AI が作成したドラフトを弁理士や知財担当者が 1 人でチェックするのは、意外と見落と
しが発生しがちです。特許明細書は長文ですし、記載要件を満たしているかを法律的・技術
的な観点から多角的に検証する必要があります。そこで推奨されるのがダブルチェック（レ
ビュー）体制です。 

1. テクニカルレビュー： 
o 発明者や同じ分野の技術者が、技術的に正しい記載になっているかをチェッ

ク。 
o 省かれてはいけない構成要素や用語が抜けていないかを確認。 

2. リーガルレビュー： 
o 弁理士や知財担当者が、クレームの書きぶりや先行技術との差別化ポイント、

他国への出願対応を踏まえた文言の汎用性などをチェック。 
3. AI 二次利用： 

o 必要に応じて、別の LLM（大規模言語モデル）に同じドラフトを投げ、「文
法矛盾や曖昧表現がないかをリストアップして」と頼む方法も考えられる。
ただし、機密保持には引き続き注意が必要。 

 こうして複数の視点からチェックすれば、情報の抜け漏れや誤記載を大幅に減らすこと
が期待できます。 
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5.4 プロンプトエンジニアリングの基本 
5.4.1 システムプロンプトとユーザープロンプトの使い分け 
 生成 AI の活用では、プロンプトエンジニアリングが非常に重要です。特許明細書作成に
際しては、「どのような構成を意図しているか」「文体はどうしたいか」「出力フォーマット
はどうするか」などを明確に伝える必要があります。 
 大規模言語モデル（LLM）の API やチャットツールを使う場合、システムプロンプト（モ
デルの役割や基本方針を指定する設定）とユーザープロンプト（実際の質問や命令文）を使
い分けることができます。 

• システムプロンプトの例：「あなたは特許明細書作成の支援を行う AI です。日本の
特許制度における書式要件や用語遣いを考慮しながら、クレーム案や本文ドラフト
を出力してください。誤解や推測に基づく架空情報は生成しないでください。」 

• ユーザープロンプトの例：「以下の技術情報を元に、従来技術→課題→解決手段→効
果の流れに従い、400 字程度のドラフトを作成してください。…」 

 このように、システムプロンプトでモデルの“役割”を固定しながら、ユーザープロンプト
で具体的な指示を与えると、ブレの少ない文章を得られる可能性が高まります。 
5.4.2 具体例：クレーム作成指示のプロンプトテンプレート集 
 本書では、読者がすぐに使えるプロンプトテンプレートの例をいくつか提示してみます。
たとえば、クレーム作成を AI に頼む際、以下のようなテンプレートを作っておくと便利で
す。 
 
【システムプロンプト】 
あなたは日本の特許明細書におけるクレーム（特許請求の範囲）の作成をサポートする AI
です。 
日本の特許法の基本的なクレーム形式に則り、権利範囲が過度に狭くなりすぎないよう留
意しながら文章を生成してください。 
誤った技術的情報や架空の数値は記載しないでください。 
 
【ユーザープロンプト】 
以下の技術情報をもとに、独立請求項 1 項、従属請求項 2～5 項程度で構成されるクレーム
案を作成してください： 
- 装置名：○○装置 
- 主な構成：△△センサー、××制御部、△△アルゴリズム A 
- 特徴：稼働時間を□□％削減、コスト△△％削減 
- 要望：クレーム幅をできるだけ広く確保したい、従属請求項で改良例を追加 
 
 上記テンプレートをベースに状況に応じてキーワードや数字を入れ替えるだけで、整合



 31 / 62 
 

性が高く分かりやすいクレーム案を AI に生成させることが可能になります。ただし、前述
のとおり、必ず人間がレビューし、法的要件を満たしているかを慎重に確認してください。 
 
第 5 章まとめ 
 本章では、AI が生成する文章を特許明細書に取り込む際に重要となる文体や用語の扱い
方、誤りを見抜くためのチェックポイント、抜け漏れ防止策、そしてプロンプトエンジニア
リングの基礎について解説しました。 
 特許実務では、「AI が書き出すテキストをそのまま鵜呑みにする」のはリスクが大きく、
常に専門家のチェックと修正が必須となります。しかし、逆にいうと、AI は短時間で大量
のドラフトを提示してくれたり、要点を素早くまとめたりするので、使いこなし次第で大き
な効率化が見込めるのも事実です。 
 今後の章（第 6 章以降）では、化学・ソフトウェア・機械・電気・AI 関連発明といった
分野別のケーススタディや、企業での運用面（セキュリティ・教育研修など）の課題に踏み
込んでいきます。読者の皆さんには、ここまで学んだポイントを実際の執筆場面で試しなが
ら、自分なりの“AI＋人間”協働スタイルを確立していただければ幸いです。 
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第6章 実践ガイド：ケーススタディ 
 

6.1 化学分野の明細書作成 
6.1.1 化学分野における文章生成の難しさ 
 化学分野の特許明細書では、化学式や反応経路、物性値（融点、沸点、粘度など）といっ
た数値・記載事項が多岐にわたります。また、実施例では実験データ（たとえば合成条件や
測定結果）を詳細に示し、その再現性を担保することが法的にも重要です。 
 このように、化学分野では厳密さと実験的裏付けが強く求められるため、AI が得意とす
る「要約」や「共通パターンからの文章生成」だけではまかない切れない場合が多々ありま
す。たとえば、AI が勝手に化学式を“それっぽく”捏造する（いわゆる「幻覚」）リスクもあ
るため、人間による綿密なチェックは不可欠です。 
 
6.1.2 化学式・実施例データへの AI 活用 
 それでも、生成 AI が以下のような部分では有効に働く可能性があります。 

1. 実験データの要約・整理 
o たとえば、試験管ごとに行った実験結果を Excel シートで管理している場

合、AI に要約させて「合成方法 A では収率 80％、不純物濃度 5％」「合成方
法 B では収率 65％、不純物濃度 2％」といった比較表を自動生成させる。 

o ただし、最終的な数値・グラフの正確性は必ず研究者や担当者が検証する必
要がある。 

2. 反応機構や作用機序の説明ドラフト 
o 従来技術との比較で「どの部分が改良点か」を整理する文章を AI に作成さ

せる。 
o 生成 AI に「過去に出願した自社の特許明細書や学術論文の書きぶり」を参

照させることで、ある程度“化学分野特有の文体”に近づける試みも考えられ
る。 

3. 従来技術調査での文献要約 
o 大量の化学特許文献や論文をキーワード検索し、AI に重要箇所の抜粋や要

約を行わせる。 
o 特に文献数が膨大になるファインケミカルや有機合成分野で、効率的にリス

トアップ・スクリーニングができる。 
 

6.1.3 実験データ捏造リスクと対策 
 化学分野では「定量値」と「質的評価」が権利範囲を大きく左右するため、捏造データが
記載されてしまうと不正確な明細書となり、拒絶理由を受けたり、権利化後に無効理由とさ
れる場合があります。AI にドラフトを生成させる際には以下の対策が必要です。 
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• AI 生成後の「実験例」には、必ず研究者が実データと照合する 
o 「溶媒の種類や撹拌速度、温度条件が実験と完全一致しているか」を逐一確

認。 
• 学習データに存在しない化学式を勝手に出力していないか 

o 化学式自体を AI に作らせるのではなく、研究者が確定した化学式をテキス
ト入力し、AI には文章整形や要約だけを任せるのが無難。 

 
6.2 ソフトウェア分野の明細書作成 
6.2.1 ソフトウェア特許の特有の難しさ 
 ソフトウェア特許の場合、フローチャートやアルゴリズム記述、ソースコードの抜粋が明
細書の重要構成要素となります。 
 また、ソフトウェア発明は「抽象的なアイデア」と「具体的な実装」の境界が曖昧になり
やすく、進歩性を認めてもらうためには「どこが新規性・技術的特徴に当たるか」を明確に
書く必要があります。 
 
6.2.2 AI 活用のポイント：アルゴリズム要約・コード断片 
 生成 AI が役立つシーンとしては、以下が考えられます。 

1. アルゴリズム説明文のドラフティング 
o たとえば「ユーザー入力データを処理して○○を算出し、△△を返す」とい

うフローチャートを、AI に解説文として自然言語化させる。 
o 「繰り返し処理」「条件分岐」など一般的な制御構造の説明は、AI が比較的

得意とする。 
2. クレーム広め／狭めのバリエーション生成 

o ソフトウェア特許では「方法クレーム」「装置クレーム」「プログラムクレー
ム」「記録媒体クレーム」など多様なクレーム形式を組み合わせることが多
い。 

o AI に「従属請求項で改良ポイントを追加してほしい」と指示すれば、数パタ
ーンの案を短時間で提示してくれる。 

3. コード生成・著作権問題 
o 最近は AI がソースコードを自動生成する機能も注目されていますが、特許

明細書にコード断片を記載する際のライセンスや著作権に注意が必要。 
o 学習データ由来のコードをそのまま転載してしまうと、オープンソースライ

センス違反にあたる恐れがあるため、コード記載部分を AI 任せにするのは
リスクが大きい。 
 

6.2.3 ビジネスモデル特許との関連性 
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 ソフトウェア発明のなかでも、ビジネスモデル特許（BM 特許） は「課金システム」「オ
ンライン取引」など、ビジネススキームそのものに新規性・進歩性を認めてもらうケースが
あります。 
 AI を活用する際は、マーケティング資料や事業計画書の文章を要約させてクレーム案に
つなげることも考えられますが、特許要件を満たすために技術的特徴をしっかり書き込む
必要がある点は変わりません。 
 たとえば「サーバーA に〇〇のデータを蓄積し、端末 B から△△のリクエストを受信す
る際に、制御ロジック C を実装する」といったハードウェアやソフトウェア構成を具体的
に示さないと、単なるビジネス手法だけでは特許にならない可能性が高いことに留意しま
しょう。 
 
6.3 機械・電気分野の明細書作成 
6.3.1 部品構成と図面との連携 
 機械・電気分野の明細書では、部品同士の結合関係や回路素子の相互接続を正確に記述す
る必要があります。加えて、寸法や公差、材質、電圧や電流値などが記載されるケースも多
いでしょう。 
 ここで AI を使う際には、図面番号と本文の整合が漏れなく取れているかを確認すること
が非常に重要です。たとえば「図 1 中のセンサー部 10」「図 2 中のモータ 20」といった参
照符号を、AI が自動生成時に混同してしまうことがあります。 
 
6.3.2 AI 支援の具体的な場面 

1. 構成要素の要約ドラフト 
o 数多くの部品名称や機能をヒアリングシートで列挙し、AI に「装置全体構

成」のドラフト文を作ってもらう。 
o 例：「本装置は、本体ケースと、内部に配置されたモータ、および駆動軸に

連結されたギア…」といった大枠をまとめてもらう。 
2. 実施例の効果説明 

o 機械・電気発明では「振動低減率」や「出力効率」「省エネルギー効果」な
どが効果として挙げられるが、数値データや比較対照を AI が勝手に生成し
ないよう注意が必要。 

o 実測データをテーブル化して AI に要約してもらい、最終的には技術者が確
認・補正する形が望ましい。 

3. 拒絶理由に対応した補正ドラフティング 
o 拒絶理由通知で、特定の回路構成や部品構成が公知技術と指摘された場合、

AI に「本発明の特徴点を強調する補正案を提案してほしい」と指示する。 
o たとえば「モータの制御パラメータを詳細に限定する」「ギア比や材質を具
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体的に示す」など、いくつかの補正方針を素早く生成させられる。 
o  

6.3.3 典型的な拒絶理由と回避策 
 機械・電気分野はクレームの構成要素が多いため、“単なる設計変更”と認定されて進歩性
が否定されるケースがよくあります。AI のドラフトをそのまま提出すると、「ありふれた付
加要素」と判断されがちです。 
 回避するには、発明の効果を数値データや実験・試験結果で具体的に裏付ける工夫が必要
です。AI に書いてもらう文章はあくまで「たたき台」として活用し、発明者のリアルな知
見をプラスして審査官を説得できるようにしましょう。 
 
6.4 AI 関連発明の明細書作成 
6.4.1 AI そのものを対象とする発明の注意点 
 昨今では、「ディープラーニングモデルを改良するアルゴリズム」や「学習用データの最
適化手法」といった AI そのものを対象とする特許出願が増加しています。この場合、“アル
ゴリズムをどう記載するか”が大きなポイントとなります。 
 従来のソフトウェア特許と同様、単なる数学的手法として扱われると特許要件を満たし
にくく、「技術的課題を具体的に解決する仕組み」であることを示す必要があります。 
 
6.4.2 学習データやモデル構成の開示レベル 
 AI 発明の明細書では、どのようなデータセットを使ったか、入力と出力の対応関係、ネ
ットワークアーキテクチャ（層の数や活性化関数など）がどの程度開示されているかが、権
利化や無効化リスクに影響します。 
 生成 AI を活用してドラフトを作成する際、以下のような点に留意しましょう。 

• データセットの実態を曖昧に書かない 
o 「具体例として、画像分類で 10 万枚の写真データを使った」といった説明

を AI が“適当に”作らないように管理する。 
• アルゴリズムの順序やフローチャート 

o “Transformer-like 構造”といった大まかな説明だけではなく、独自の改良点
をしっかり明示する。 
 

6.4.3 データセットの秘密保持と権利化戦略 
 AI 関連発明では、学習データ自体に価値があるケースが多い一方で、データセットを特
許明細書に開示すると社外にノウハウが漏れるリスクもあります。 
 そのため、機密情報をどこまで公開するかを慎重に見極め、必要に応じて秘密保持契約を
結ぶ、あるいは営業秘密（不正競争防止法）で守るという選択肢も考えられます。AI がド
ラフトを生成する際も、外部クラウドに学習データの内容をアップロードしないよう注意
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が必要です。 
 
第 6 章まとめ 
 本章では、化学・ソフトウェア・機械・電気・AI 関連発明といった主要分野のケースス
タディを通じ、生成 AI を特許明細書作成にどう活かすか、具体的なイメージを提示しまし
た。それぞれの分野で文章のスタイルやポイントとなる技術情報が異なり、AI が得意とす
る部分・苦手とする部分も明確に違っています。 

1. 化学分野：化学式や実験データの正確性に注意し、数値捏造リスクを回避。 
2. ソフトウェア分野：フローチャートやアルゴリズム、コード断片などが鍵。ビジネ

スモデル特許では具体的な技術実装の記載が重要。 
3. 機械・電気分野：部品構成や回路構成を正確に表現し、図面番号との整合や補正案

の提案に AI を活用。 
4. AI 関連発明：学習データやモデル構成をどこまで開示するかがポイント。アルゴリ

ズムを「技術的課題」と結びつけて記載しないと権利化が難しい。 
 いずれのケースでも、AI は「ドラフトのたたき台」「大量文献の要約」「複数案の提案」
といった面で大きく貢献できますが、最終的な厳密性の確保や戦略的な権利化は、やはり人
間の知見と責任あるチェックに委ねられます。次章（第 7 章）では、企業内でこれらの仕組
みを導入する際のセキュリティやフロー構築、教育研修などについて取り上げ、より組織的
な視点での AI 活用を考えていきましょう。 
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第 6 章 実践ガイド：ケーススタディ 
6.1 化学分野の明細書作成 
6.1.1 化学分野における文章生成の難しさ 
 化学分野の特許明細書では、化学式や反応経路、実施例データが非常に重要な位置づけを
占めます。実施例の再現性や数値の正確性が審査や権利範囲を左右するため、AI が“それっ
ぽい”数値や式を幻覚（hallucination）で挿入してしまうと、後々致命的な問題につながりま
す。 
 また、化学式や化合物名は表記が多種多様で、IUPAC 名と慣用名の違いなども多く、AI
が誤って読み替えてしまうリスクがあります。 
6.1.2 化学式・実施例データへの AI 活用 

1. 実験データの要約・整理 
o 研究者が記録した Excel シートや研究ノートから、反応条件（温度、圧力、

pH、溶媒量など）をテキスト化し、AI に要約を依頼する。 
o 例：実験例 1～5 の結果を比較して「最適条件では収率が 80％に達した」と

いうポイントを抽出させる。 
o ただし、AI が数値を勝手に補正・捏造しないように、元データの照合が必

須。 
2. 反応経路の説明ドラフト 

o たとえば「原料 A に触媒 B を加えて加熱することで、中間体 C を経由して
最終生成物 D を得る」という流れを、従来技術と比較しながら AI にドラフ
トしてもらう。 

o このとき、中間体や副生成物を実際に確認した実験に基づいて説明文を作る
よう、プロンプトを調整する必要がある。 

3. 従来技術調査での文献要約 
o 特許公報や学術論文（例えば JP-A-2020-XXXXXX、WO-2019-YYYYYY な

ど）を数十件ピックアップし、AI に「各文献がどんな化合物を合成し、どん
な効果を得たか」を要約させる。 

o 成功事例としては、大手化学メーカーH 社が研究員 2 名・弁理士 1 名のチ
ームで先行技術調査を行う際、AI 要約を活用することで従来の半分以下の
時間で主要文献の概要を把握したという報告がある。 

6.1.3 成功事例と失敗事例 
• 成功事例：R 社の新触媒発明 

o R 社の研究者が開発した新規触媒を用いた反応経路について、AI が「従来
技術の要約＋課題整理＋反応例のドラフト」を作成。 

o 当初、研究者は発明ポイントを 3 つほどしか想定していなかったが、AI が
出力したドラフトをヒントに、触媒の再利用性や副反応抑制効果もクレーム
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に盛り込むことを思いついた。 
o 結果、従来の明細書作成時間を 3 割程度短縮しつつ、より広いクレームが得

られ、特許査定までスムーズに進んだ。 
• 失敗事例：架空の反応条件を AI が生成 

o 化学ベンチャーM 社では、研究者がまだ実験していない溶媒条件や添加剤
情報を AI が「反応条件の一例」として勝手に書き込んでしまい、そのまま
ドラフトに流用。 

o 出願後に研究者が確認したところ「こんな条件では反応は進まない」ことが
判明し、明細書修正のため補正書を提出せざるを得なくなった。 

o 結局、余計な審査コストと時間がかかり、出願審査のスケジュールが遅れて
しまった。 

6.1.4 特許公報・拒絶理由通知の具体例 
• 例：特許公報 JP-A-2019-123456（架空） 

o この公報は、ある化学企業が「新規複素環式化合物の合成法」を出願した例。 
o 従来技術欄では数件の文献を引用し、それらと比較して「本発明の触媒は反

応速度を 30％向上」と記載。 
o AI を用いて従来技術の要約をまとめさせることで、発明者は改良点を明瞭

に書き込むことができた。 
• 拒絶理由通知の例：『反応条件が公知技術と実質的に同一』 

o 審査官が引用文献 WO-2018-ABCDEF を指摘。「同じ温度・圧力条件を使っ
た似た化合物が開示されている」として進歩性が否定されかけた。 

o AI を使って補正案を試作し、独自の溶媒組成や副反応の違いを強調する文
章に変更。最終的に意見書で効果を立証し、特許査定に持ち込んだ事例があ
る。 

 
6.2 ソフトウェア分野の明細書作成 
6.2.1 ソフトウェア特許の特有の難しさ 
 ソフトウェア発明は、抽象アイデアと技術的特徴をどう区別して書き分けるかが課題と
なります。特に、ビジネスモデルや情報処理手法の場合、進歩性や産業上の利用可能性を根
拠づけるために、具体的なアルゴリズムやシステム構成を詳細に記載しなければならない
ケースが多いです。 
6.2.2 AI 活用のポイント：アルゴリズム要約・コード断片 

1. アルゴリズム説明文のドラフティング 
o 成功事例として、ソフトウェア企業 A 社が「ユーザー行動ログのリアルタ

イム分析」を特許化する際、AI に「システム構成図の文章化」を依頼。 
o 研究者のヒアリングシート（サーバーアーキテクチャ、データフロー）をも
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とに、AI がフローチャートを自然言語化し、明細書の「課題／解決手段」欄
を一気に下書きしてくれた。 

2. コード断片とライセンス問題 
o 失敗事例として、スタートアップ B 社が AI にソースコードの一部を生成さ

せ、そのまま明細書に載せたところ、コードがオープンソースプロジェクト
由来である疑いが浮上。 

o 競合から「著作権侵害では？」と指摘され、紛争に発展しかけた。最終的に
B 社は「コード掲載」を削除・補正し、アルゴリズムの概念図のみで進める
ことになった。 

6.2.3 成功事例と失敗事例 
• 成功事例：S 社のチャットボット特許 

o S 社は自社のチャットボットソリューションを AI で要約し、従来技術との
差別化ポイント（自然言語理解精度、問い合わせ分類アルゴリズム）を明確
化。 

o クレーム案を AI に複数パターン生成させ、広め／狭めのバリエーションを
社内レビューした上で出願。早期審査の結果、わずか 10 ヶ月で特許査定を
得た。 

• 失敗事例：機能の本質が書き込まれておらず拒絶 
o ベンチャーC 社は「ユーザーインタフェースの UI 改善手法」を発明と自称

していたが、AI が生成したドラフトでは単なる画面デザイン変更にしか見
えず、特許庁から「単なる表示変更」として進歩性無と拒絶理由通知。 

o 実際にはサーバー側で複雑な処理を行っていたのに、AI へのヒアリング情
報が不十分で重要な処理を全く記載していなかった。結果的に補正書を繰り
返し提出し、権利化が大幅に遅れた。 

6.2.4 特許公報・拒絶理由通知の具体例 
• 例：特許公報 JP-A-2021-654321（架空） 

o オンライン決済システムに関するソフトウェア発明。明細書には「サーバー
／端末／暗号化プロセス／データベーステーブル構造」などが具体的に示さ
れ、AI 補助により効率よく書き上げられた。 

o クレーム中に「ユーザー情報認証手段」「支払いリクエスト生成手段」「結果
通知手段」などが段階的に記載され、いくつかの従属クレームで改良例をカ
バーしている。 

• 拒絶理由通知の例：『単なる抽象的ビジネス方法』 
o 審査官は海外公報 US-2020-AAAAAA を引用し、「請求項に技術的手段が十

分に記載されず、経済的取引方法に留まる」として特許要件を満たさないと
指摘。 
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o AI が作成したドラフトは、ビジネスロジックを優先し、サーバー間通信の
具体的プロトコルやデータ構造を詳述していなかったため、後から大幅な補
正が必要となった。 

 
6.3 機械・電気分野の明細書作成 
6.3.1 部品構成と図面との連携 
 機械・電気分野では部品の組み合わせや回路要素の相互関係が明細書のキモとなります。
特許庁の審査官は、図面と本文の参照符号が一致しているか、構成が論理的に説明されてい
るかを厳しくチェックします。 
6.3.2 AI 支援の具体的な場面 

1. 構成要素の要約ドラフト 
o 大手家電メーカーD 社の成功事例：洗濯機の改良発明に関して、数十個にも

およぶセンサーやモータ部品を、AI に「部品一覧＋機能説明」のドラフトを
作らせた。 

o 研究開発チームが作成した CAD 図面から部品名を抽出し、AI に「図 1 で示
すセンサー部 10 は…」と段階的に書かせることで、ヒューマンエラーを軽
減した。 

2. 拒絶理由対応での補正案生成 
o 電気メーカーE 社では、拒絶理由通知で「部品 A と部品 B を組み合わせる

ことは公知」と指摘され、進歩性が否定されかけた。 
o AI に「従来技術では想定されていない配線パターンや制御方法を強調する

文章」を何パターンか提案させ、その中から最も合理的な補正を選んだ。結
果、審査官との面談でスムーズに補正が認められたという報告がある。 

6.3.3 成功事例と失敗事例 
• 成功事例：車載部品メーカーF 社 

o F 社は車載センサーの特許出願に際し、AI から提示された複数のクレーム
案を精査。最初の案では範囲が広すぎたが、2 案目でセンサー配置の具体的
パラメータを盛り込み、進歩性を明確化。 

o 結果、拒絶理由なしで特許査定。「AI のたたき台→人間による微調整」とい
うプロセスの有効性を実感したという。 

• 失敗事例：図面番号の混乱 
o ある部品製造メーカーG 社が AI に明細書ドラフトを作らせたところ、本文

中で「モータ 20」と記載しているのに図面では「モータ 30」と記載されて
おり、参照符号が食い違い。 

o 審査官から「形式不備」の通知がきて補正を余儀なくされ、せっかくの早期
審査のメリットを失った。社内のレビュー体制が不十分だったことが原因で
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あり、「AI 任せは禁物」と反省材料となった。 
6.3.4 特許公報・拒絶理由通知の具体例 

• 例：特許公報 JP-B-2018-789012（架空） 
o 電子制御ユニットに関する特許で、図面と本文が相互参照されており「図 2

のブロック図に示す制御部 40 は…」と明確な記載。審査記録を見ると、当
初出願時に AI を導入し、部品名の重複や数値の記載ミスを大幅に減らせた
ことが伺える。 

• 拒絶理由通知の例：『単なる設計変更』 
o 引用文献として EP-2019-XXXXXX を挙げられ、「部品の形状や配置が従来

技術と実質的に同じであり、単なる設計最適化に留まる」との指摘。 
o 申請人は意見書で「部品形状を細部まで限定し、制御回路との相互作用によ

って特定の技術効果が得られる」と反論。AI が補正ドラフトで“寸法・材質”
をより詳細に記載し、最終的に特許が成立したケースがある。 

 
6.4 AI 関連発明の明細書作成 
6.4.1 AI そのものを対象とする発明の注意点 
 近年、ディープラーニングのモデル構造や学習方法自体を発明として出願するケースが
増えています。具体的にはニューラルネットワークの軽量化手法や特殊な学習データ生成
手段などが挙げられます。 
6.4.2 学習データやモデル構成の開示レベル 

1. データセットの開示 
o 成功事例：画像認識スタートアップ H 社が、学習用画像の取得方法（照明

条件・撮影角度）を具体的に記載し、AI がドラフトした文章を元に発明の効
果（認識精度向上）を数値的に裏付けた。審査官は「十分に技術的特徴が示
されている」と判断し、特許が成立。 

o 失敗事例：ベンチャーI 社が「学習データ」の詳細を非公開にしたまま出願
し、審査で「単なるアルゴリズムの抽象概念」とみなされ拒絶理由通知。後
日補正でデータ構造や前処理手法を補ってやっと特許査定を得たが、審査期
間が大幅に延びた。 

2. モデルアーキテクチャの詳細 
o AI が作成したドラフトでは「Transformer 型のネットワークを用いる」とし

か書かれていなかったが、競合と差別化するためには「層の数・自己注意機
構の改良点・学習パラメータの範囲」などを具体的に盛り込む必要がある。 

o H 社は AI 生成草稿をたたき台に、エンジニアが追加解説を深堀りすること
で、競合技術との差別化ポイントを十分に記載できたという成功談がある。 

6.4.3 データセットの秘密保持と権利化戦略 
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• 秘密情報との両立 
o AI 関連発明では「学習データ」の詳細こそが競争力の源泉になる場合が多

く、特許明細書に具体的過ぎる情報を記載するとノウハウが外部に漏れてし
まう。 

o 一方で、開示が不十分だと特許要件（記載要件・進歩性）のハードルをクリ
アできない。したがって、「記載する部分」と「秘匿する部分」の線引きが
経営判断として難しい。 

o ある大手 IT 企業 J 社は、学習データ自体を詳細には書かず、前処理や特徴
抽出プロセスにフォーカスして発明を主張することで、特許と秘密保持を両
立させる戦略をとった。 

• AI を用いたドラフト作成時のセキュリティリスク 
o 機密データを外部のクラウド型 AI に入力する際、学習データの一部が流出

する懸念がある。 
o 社内オンプレミス環境でモデルを動かすか、API 利用時に暗号化と契約上の

機密保持条項をしっかり確認するなどの対策が必要。 
 

第 6 章まとめ 
 本章では、化学・ソフトウェア・機械・電気・AI 関連発明の分野に分けて、成功事例・
失敗事例や特許公報・拒絶理由通知の具体例を交えながら、生成 AI を特許明細書作成にど
う活用できるかを掘り下げました。主なポイントを整理すると、下記のとおりです。 

1. 化学分野 
o 数値・実験データの正確性が極めて重要。AI を使って要約や比較表を作る

のは有効だが、捏造リスクに注意。 
o 触媒反応や合成条件を詳細に書く必要があるため、人間が必ず裏付けチェッ

クを行う。 
2. ソフトウェア分野 

o アルゴリズム説明やシステム構成を文章化するのに AI が有用。 
o ビジネスモデル特許では技術的手段の記載が不十分だと「単なる経済的取引

方法」とみなされやすい。ライセンス違反にも注意。 
3. 機械・電気分野 

o 部品構成や図面番号との整合をきちんと管理する。AI が起こす参照ミスを
見逃すと形式不備になる。 

o 補正案のバリエーション作成には AI が役立つが、最終的な進歩性の主張は
実験データや具体的構成で裏付ける必要がある。 

4. AI 関連発明 
o 学習データやモデル構成をどこまで開示するかが悩みどころ。 
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o 機密保持と特許要件を両立させるため、企業戦略上の判断が重要。外部クラ
ウドにデータを送る場合の情報漏洩リスクも要警戒。 

 成功事例では、AI の文章生成力を「たたき台」として活用し、ヒューマンリソースを校
正・戦略立案に集中させることで、作業効率を大幅に高めた例が目立ちました。一方、失敗
事例では、AI を過信して技術的・数値的裏付けのない情報をそのまま採用してしまい、出
願後の補正や権利範囲の不備に苦しむケースが見られます。 
 これらの事例から学べるのは、「AI＋人間」の協働こそがカギであり、最終的な責任は人
間が負うという原則を忘れないことです。第 7 章では、こうした AI 導入を企業レベルでど
う運用し、セキュリティ・コンプライアンス・教育研修をどう整備するかを考えていきまし
ょう。 
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第 7 章 企業での導入と運用上の留意点 
7.1 セキュリティと機密保持 
7.1.1 外部クラウド型 AI ツール利用のリスクと対策 
 生成 AI を活用するうえで、多くの企業がまず直面するのがセキュリティと機密保持の問
題です。特許明細書には自社の最先端技術や経営戦略が詰まっており、外部に情報が漏洩す
れば特許要件を失うリスクや競合他社への情報流出につながります。 

• リスク：外部クラウドへのアップロード 
o ChatGPT やその他の LLM ツールを使う場合、入力した文章が学習データ

に再利用される、あるいは外部のサーバーに一定期間保持されるリスクがあ
ります。 

o 一部サービスでは「学習に再利用しない」「記録を残さない」オプションを
提供していますが、それでもベンダーのポリシー変更やサイバー攻撃により
漏洩リスクがゼロではありません。 

• 対策：オンプレミス環境の構築 
o 大手企業や機密性が高い研究分野を扱う企業では、オンプレミス（社内サー

バー）に大規模言語モデルを導入し、外部ネットワークとの通信を最小限に
とどめるケースが増えています。 

o オープンソースの LLM（例：LLaMA や BLOOM など）を自社独自にカス
タマイズし、機密データを含む学習や推論を社内完結で行う取り組みもあり
ます。 

• 導入事例：総合電機メーカーA 社 
o A 社は当初、外部クラウドの AI ツールを試験導入しましたが、特許明細書

のドラフト作成に使う段階で情報漏洩リスクに懸念が高まり、最終的に社内
に GPU サーバーを構築してオンプレミス運用に切り替えた。 

o 運用開始後は、アクセス権限管理（特許関連業務に携わる担当者のみが使用）、
プロンプトの暗号化など細かいルールを整備し、機密保持を担保している。 

7.1.2 機密データを AI に入力するときのガイドライン 
 仮に外部クラウド型の AI ツールを部分的に使う場合も、社内ガイドラインを策定してお
くとよいでしょう。以下のようなポイントを盛り込みます。 

1. 入力前の情報フィルタリング 
o 数値データや具体的な構造・化学式など、特許に直結する極秘情報は一切入

力しない。 
o ある程度「マスク」された形で要約程度の情報を与え、出力された文章を参

考に自社のドラフトに取り込む方法を推奨する。 
2. モデル利用の範囲限定 

o 特許業務での利用は「従来技術のサマライズ」「アイデア段階のブレインス
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トーミング」などに限定し、最終的なドラフト校正はオンプレミスや社内限
定環境で行う。 

o 機密度の高い発明（コア技術、次世代製品）を扱う場合は、外部クラウド AI
の使用を禁止する。 

3. ログ管理・アクセス制御 
o AI ツールへのアクセスログを記録し、誰がどの情報を入力したかを追跡で

きるようにする。 
o 定期的にレビューし、ルール逸脱がないか監査を行う。 

7.1.3 コンプライアンスと契約上の注意点 
 特許明細書の作成は、弁理士や特許事務所との契約・NDA（秘密保持契約）に基づいて
行われる場合が多いです。生成 AI を利用する際にサードパーティのクラウドサービスを介
するときは、NDA の範囲を超えた情報開示にならないかを検討しなければなりません。 

• 事例：通信機器メーカーB 社 
o 弁理士事務所と締結した NDA では「クライアント情報を外部に開示しない」

と明記されていたが、B 社の担当者が外部クラウド AI に一部の図面や構成
要素を入力していたことが発覚。 

o 弁理士事務所から「契約違反の疑いがある」と指摘され、社内で改めてガイ
ドライン整備を迫られた。 

o B 社は結果として、弁理士事務所と協議してクラウド AI 利用範囲を明確化
し、かつリスクが高い情報は一切入力しない方針を徹底する運用ルールに切
り替えた。 

 
7.2 ビジネスモデルへの影響 
7.2.1 特許事務所の業務プロセスと収益構造の変化 
 生成 AI を導入すると、明細書作成の初期ドラフトや先行技術調査に要する工数が減少し、
弁理士や知財担当者の生産性が向上する可能性が高まります。一方で、「作業工数が減るの
だから、報酬も下げられるのでは？」という議論が生じることもあるでしょう。 

• 実例：特許事務所 C 
o AI を活用して先行技術調査とクレームドラフトを効率化し、従来の 7 割程

度の時間で初稿を提示できるようになった。 
o その結果、クライアントからは「コスト低減を図りたい」という要望も出る

が、事務所 C としては「AI の活用で付加価値の高いコンサルティング（海
外出願戦略やポートフォリオ管理）に注力する」形で新たな収益モデルを確
立している。 

o 要するに、単価競争に陥るのではなく、より高度なサービスで付加価値を提
供するという方向にビジネスモデルをシフトしている。 
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7.2.2 企業知財部門の役割再定義 
 企業の知財担当者にとっても、AI に任せられる部分と人間が担う部分の境界が変化しま
す。今後は、「単なる明細書の機械的作成」から解放された分、知財戦略の立案やグローバ
ルポートフォリオ構築、他社分析など、より上位の業務に時間を割けるようになるでしょう。 

• 事例：自動車部品メーカーD 社 
o D 社の知財部では、AI がアウトプットした先行技術サマリーを素早く検討

し、発明のコア要素を見出す作業に特化。 
o 「クレームの広げ方」「海外展開時の優先度」など戦略面に注力することで、

特許ポートフォリオの質が向上し、経営陣からの評価も高まったという。 
7.2.3 “AI×弁理士”時代の協働モデル 
 AI 活用が進むと、「弁理士や特許事務所が不要になる」といった過度な危機感が一部で取
り沙汰されることがあります。しかし、特許業務は法的判断や交渉、戦略的アドバイスが求
められるため、人間の専門知識が依然として不可欠です。 

• 弁理士事務所 E の取り組み 
o E 事務所では「AI コンサルタントチーム」を設け、クライアント企業に対し

て AI 導入支援（ツール選定、プロンプト設計、社内ルール整備）を行って
いる。 

o 特許庁への提出前に AI ドラフトのチェックや権利化方針の提案までワンス
トップで提供することで、弁理士の仕事が単なる文書作成に留まらず、DX
（デジタルトランスフォーメーション）のコンサルとしての価値を発揮して
いる。 

 
7.3 社内フロー構築と外部委託の使い分け 
7.3.1 内製・外注の判断基準（コスト・スキル・時間） 
 企業の特許出願フローには、大きく分けて社内知財部が下書きから最終まで内製する場
合と、特許事務所に外注する場合があります。AI を導入すると、この使い分けがどのよう
に変わるでしょうか。 

1. 内製メリット 
o 社内技術者や知財担当者が AI を活用し、短時間でドラフトを作れるため、

技術情報が外部に漏れにくい。 
o 社内で完結するため、コミュニケーションコストや納期調整がスムーズ。 

2. 外注メリット 
o 特許事務所は膨大な過去事例をもとにノウハウを蓄積しており、拒絶理由対

応や海外展開への知見が豊富。 
o AI ツール導入コストやセキュリティ体制を整備する負荷を事務所側が負担

する場合もある。 
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3. 折衷案：ハイブリッド運用 
o 企業の研究者が AI を使って先行技術調査や初稿ドラフトを社内で作成し、

最終的なリーガルチェックや補正提案を特許事務所に委託。 
o 「コア技術のみ内製」「周辺技術や海外出願は事務所へ」など、技術分野や

優先度によって仕分ける企業も増えている。 
7.3.2 社内システム連携（ERP・文書管理システムなど） 
 AI 活用を継続的に行うには、特許出願管理システムや ERP（基幹システム）、社内ポータ
ルとの連携も検討が必要です。たとえば、発明提案書の内容を自動的に AI に送信し、要約
やクレーム下書きが生成されたら、それを文書管理システムへ自動アップロードするとい
ったフローが考えられます。 

• 事例：化学メーカーF 社の文書管理統合 
o F 社は研究開発段階の実験データ管理システムと特許出願管理システムを

連携し、AI が研究ノートのデータを参照してドラフト案を作る仕組みを導
入。 

o 研究者はいつでもシステム上でドラフトを修正・コメントでき、知財部が最
終調整するまでのプロセスが透明化された。 

o ただし、データ同期の際にセキュリティレベルの差が問題になり、分野別に
アクセス権限を細かく設定するなど追加コストがかかった。 

7.3.3 弁理士事務所との協働モデル例 
 従来からある「明細書執筆を丸投げ」から、「企業側が AI ドラフトを作り、それを弁理士
にレビュー・補正してもらう」モデルへと移行している企業も多いです。 

• 成功事例：精密機器メーカーG 社 
o G 社の知財部で AI ドラフトを作り、10～20%程度の修正余地を残した状態

で弁理士事務所に渡す。 
o 弁理士事務所は精査と補正提案を迅速に行い、通常より 2 週間早いスピード

で出願が完了。費用面でも全体コストが 1～2 割ほど低減できたという。 
o G 社は定期的に弁理士とオンラインミーティングを行い、AI の出力品質や

プロンプトの改善案を共有している。 
 

7.4 教育・研修プログラムの作り方 
7.4.1 AI リテラシー研修（基礎～応用） 
 AI 技術の仕組みや可能性だけでなく、限界やリスクを理解することが、企業全体でのト
ラブル回避に繋がります。特許に携わる部門だけでなく、研究開発や法務、経営陣など幅広
い層に対する AI リテラシー研修が必要です。 

• 研修内容の例 
1. 生成 AI の基本原理：ディープラーニング、Transformer など。 
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2. プロンプトエンジニアリング入門：実際に手を動かして文章生成を試す。 
3. 特許文書への応用事例：先行技術調査、クレームドラフティング。 
4. セキュリティとコンプライアンス：NDA・社内ガイドライン・情報漏洩対

策。 
5. 成功事例・失敗事例：AI を活用した結果得られたメリットとトラブルの実

例紹介。 
7.4.2 実務演習型のワークショップ設計例 
 座学だけでなく、実務演習を組み込むことで、社員や弁理士がより早く AI 活用スキルを
身につけられます。たとえば、以下のステップでワークショップを開催できます。 

1. ケーススタディ提示 
o 「新型○○装置の発明アイデア」を簡単に説明し、従来技術の検索結果（AI

要約）を参加者に共有。 
2. プロンプト作成演習 

o 参加者は AI ツールを操作し、クレームドラフトや実施例説明の初稿を生成
する。 

3. レビュー・フィードバック 
o 弁理士や上席知財担当者が、出力結果を法的視点・技術的視点から評価し、

改善点を指摘。 
4. 最終ドラフト完成 

o 改善点を踏まえて AI に追加プロンプトを与え、洗練された明細書ドラフト
を仕上げる。 

5. 振り返りディスカッション 
o 「AI を使うときに苦労したこと」「もっとプロンプトを工夫できる点」など

を共有し、参加者同士でナレッジを深める。 
7.4.3 継続的な学習コミュニティづくり 
 AI 技術は日進月歩で進化し、新バージョンの LLM や新しい法的解釈が次々に登場しま
す。従来のように「一度研修を受けて終わり」ではなく、社内外で継続学習コミュニティを
作ることが効果的です。 

• 事例：素材メーカーH 社の AI ユーザー会 
o H 社は部門横断で「AI ユーザー会」を毎月開催し、各部署の実践事例や課

題を共有。 
o 特許実務だけでなく、営業や生産管理、経理など他部門の AI 活用事例も紹

介し合うことで、思わぬ知見が得られる。 
o 外部の弁理士事務所や AI ベンダーを招いて最新動向を聞くイベントも開き、

互いに刺激を受けながら社内 DX を推進している。 
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第 7 章まとめ 
 本章では、企業レベルで生成 AI を導入し運用する際の留意点を体系的に整理しました。
特に、セキュリティと機密保持は特許情報を扱う上で最重要項目であり、外部クラウドを使
う場合には十分なリスク管理と社内ガイドライン整備が欠かせません。 
 また、AI 導入によるビジネスモデル変革という視点では、特許事務所や企業知財部門の
役割が再定義され、より戦略的・コンサルティング的な業務へのシフトが進むと考えられま
す。社内フローの構築や外部委託の使い分け、教育・研修プログラムの充実化を通じて、“AI
＋人間”の協働体制を強化することが肝要です。 
 次章（第 8 章）では、こうした AI 活用に伴う法的リスクや倫理的課題に深く踏み込みま
す。特許業務における著作権の問題、AI 生成物の発明者性、弁理士倫理規程との兼ね合い
などを知っておくことで、安全かつ責任ある AI 活用を実現していきましょう。 
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第 8 章 法的リスクと倫理的課題 
8.1 AI 生成文章の著作権・発明者の扱い 
8.1.1 AI 生成文章の著作権に関する論点 
 まず問題となるのが、AI が生成した文章や図面、デザインなどの著作権をどう扱うかで
す。従来の法律や判例では、「著作物」は人間の創作的な思想・感情の表現に帰属すると解
釈されてきました。一方、生成 AI によって自動生成されたコンテンツは「機械が作ったも
の」であり、人間の直接的な創作行為が存在しないのではないか、という議論が生じます。 

• 日本法の現状 
o 日本国内の著作権法には、「自然人による創作」が著作物の要件となるとい

う解釈が有力です。AI の出力物は現行法では「著作権が発生しない」または
「発生しても帰属先が不明確」とされる余地があります。 

o ただし、AI を操作した人間が「プロンプトの設計」や「結果の選別・編集」
において十分な創作性を発揮した場合、その部分に著作権が発生する可能性
がある、という意見もあります。 

• 特許明細書における応用 
o 明細書の本文や図面を AI が自動生成した場合、その記載が「著作物」かど

うかは問題になることがあります。ただし、特許明細書は法的書類としての
性格が強く、著作権保護よりも公開と権利化が目的となるため、著作権より
も産業財産権制度の保護が優先される面が大きいです。 

o もっとも、AI 生成の図面やイラストを二次利用（宣伝資料やカタログに流
用など）する場合に著作権が絡む可能性があるため、企業としては AI 出力
物の著作権の帰属条件やライセンス規定を確認しておく必要があります。 

8.1.2 発明者の概念と AI の関係 
 もうひとつの大きな争点は、「AI 自身が発明者たり得るか」という問題です。国際的には、
DABUS 事件（AI システム「DABUS」が発明したとされる出願）をきっかけに、大きな議
論が起こりました。 

• 現行法の立場 
o ほとんどの国では、特許法が“自然人（人間）”を発明者と想定しており、AI

を発明者としては認めていません。日本でも同様に、人間以外が発明者とな
ることは法的に想定されていないため、仮に AI が新規のアイデアを生み出
したとしても、「出願人（または発明者として記載される人物）」は最終的に
人間となります。 

o ただし、AI の提案を参考にクレームを組み立てるようなケースが増えると、
「実質的には AI が発明したのでは？」という議論がいずれ起こり得ます。 

• 実務への影響 
o 現状では、「AI が自動生成したアイデア」であっても、特許出願では人間（研
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究者や技術者）を発明者として記載する必要があります。 
o 企業内では、AI を活用して生み出されたアイデアに関し、社内規程や就業

規則で「誰が発明者となるか」を明確にしておくとよいでしょう。 
o 特許庁が将来的に法改正を行う可能性は否定できず、その場合は発明者の定

義や権利帰属に関する議論が再燃することが予想されます。 
8.1.3 実例と動向 

• 海外事例：欧州特許庁（EPO）や米国特許商標庁（USPTO）では、DABUS 事件に
関連する出願を審査し、「発明者欄に AI を記載することは認められない」という判
断を示しました。これにより現行法が大きく動くことは一旦回避されたものの、AI
技術の進化次第では再度議論になるでしょう。 

• 企業の対応：大手 IT 企業のなかには、AI を使って生成されたアイデアや改善提案
を「共同発明」とみなし、発明者の負担をどう扱うかを検討する動きもあります。
現時点ではあくまで人間主導の発明プロセスを前提としていますが、法改正に備え
た社内ルールの検討が進められているケースもあるようです。 

 
8.2 弁理士法・日本弁理士会会則と AI 活用 
8.2.1 弁理士法・日本弁理士会会則の概要 
 弁理士は、クライアントの秘密を保持し、誠実に業務を遂行する義務を負っています。こ
れは弁理士法や日本弁理士会会則によって定められており、たとえば「守秘義務」「真実義
務」「利益相反の回避」などが明文化されています。 

• 弁理士法上の守秘義務 
o 弁理士は、業務上知り得た他人の技術情報や営業秘密を漏らしてはならず、

これを終身厳守する義務があります。 
o AI を活用する際、弁理士がクライアントから得た機密情報を外部クラウド

AI に入力すると、守秘義務違反になる可能性が指摘されています。 
8.2.2 AI 依存のリスクマネジメント 
 もし弁理士が特許明細書作成で AI に全面依存し、その結果、クライアントの発明内容が
不正確に記載されたり、虚偽情報が混入して特許査定に悪影響が出た場合、職務上の責任問
題に発展する恐れがあります。弁理士法・日本弁理士会会則を踏まえると、以下の点に注意
が必要です。 

1. 最終的な校正責任 
o AI が生成した文章をそのまま提出するのではなく、弁理士本人が必ず責任

をもって校正・チェックする。 
o 審査過程で問題になりそうな部分（従来技術との相違点、不明確な数値、発

明者の意図と食い違う文言など）を弁理士が主体的に判断することが求めら
れる。 
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2. 顧客説明義務 
o クライアントが AI 活用の性質を十分理解せず、「弁理士がすべて見てくれて

いるのだから大丈夫」と過信するとトラブルになりやすい。 
o AI ツールを利用する旨を事前にクライアントへ説明し、秘密保持や品質確

保の対策をきちんと伝えることが大切。 
3. データ漏洩リスク 

o AI に入力した内容がクライアントの機密情報に該当する場合、外部クラウ
ドを使うのは危険。オンプレミス運用や秘密保持契約でカバーする必要があ
る。 

o もし漏洩した場合は、弁理士の責任が問われ、懲戒処分や賠償請求のリスク
に発展し得る。 

8.2.3 成功事例と注意事例 
• 成功事例：特許事務所 X 

o X 事務所では、クライアントとの契約書に「AI ツールを活用する場合があ
る」「ただし秘密情報は原則として AI に入力しない」という条項を追記。 

o 審査官とのやり取りや先行技術調査に AI を活用しつつ、最終的なドラフト
校正を弁理士が行うことで、業務効率化とクライアント安心感を両立してい
る。 

• 注意事例：一部事務所での無断 AI 利用 
o ある事務所では、若手スタッフが忙しさから AI にドラフト作成を丸投げし、

クライアントへの説明や秘密情報の取り扱いを曖昧にしていた。 
o 後にクライアントが不審に思い事務所に問い合わせたところ、守秘義務違反

の疑いが浮上。結果として事務所の信用問題に発展し、弁理士会への報告事
例になったとされる。 

 
8.3 AI を利用した虚偽記載・不正競争防止 
8.3.1 虚偽データやクレーム水増しのリスク 
 特許明細書には、「実際に行っていない実験結果をあたかも実施例として記載」「ありもし
ない構成や数値を捏造してクレームを広く書く」といった不正リスクが存在します。AI を
使うと、幻覚や勝手な推測によって、このような虚偽記載が生まれる危険性が高まります。 

• 事例：化学ベンチャーY 社の捏造疑惑 
o Y 社は触媒の反応効率を誇張しようとした社員が、AI に「収率 99％」「反応

温度 50℃」など実際には未検証の数値を生成させ、明細書に追記。 
o 審査段階で他社から実験データの不存在を指摘され、審査拒絶の危機に陥っ

た。会社側は社員の不正行為を調査し、最終的に補正書で捏造箇所を削除し
たが、信用失墜を招いた。 
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8.3.2 不正競争防止法との関連 
 もし AI を活用して、他社の機密情報や特許出願中の技術情報を分析した上で盗用し、そ
れを自社の出願に組み込んでしまうと、不正競争防止法やその他の知財関連法に触れる可
能性があります。とくに学習データがどこから来ているのか不明な場合、他社の機密情報が
含まれていることを知らずに利用してしまうリスクもゼロではありません。 

• 注意点 
o AI による学習データの収集プロセスを社内で管理し、正当な入手経路かど

うかを確認する。 
o 他社の特許公報や公開論文から得た情報を参考にクレームを設計すること

自体は合法だが、非公開情報を勝手に取り込む行為は違法。 
o 競合他社の発明を模倣するために AI を使う場合は、明確に不正競争に該当

する可能性があり、企業コンプライアンス上大きな問題となる。 
8.3.3 AI の学習データ管理 
 AI モデルのトレーニングデータに第三者の著作物や企業秘密が含まれている場合、その
扱い方次第で権利侵害や不正競争に問われることがあります。企業としては、自社モデルを
学習させる際のデータソースを明示し、利用許諾やライセンスをクリアしておくことが必
須です。 

• 社内規定例 
o 学習データに含めるファイルはすべてライセンスチェックを行い、社内の

「データ倫理委員会」の承認を得る。 
o オープンソースの文献を活用する場合でも、パブリックドメインかどうかを

確認し、条項を遵守する。 
o 社内機密情報は暗号化してモデルに組み込み、外部に出回らないようにする。 

 
8.4 今後の法改正動向と予測 
8.4.1 WIPO を中心とした国際的議論 
 WIPO（世界知的所有権機関）をはじめとする国際機関では、AI が知的財産制度に与え
る影響について活発な議論が行われています。現時点では、「AI を発明者として認めるか」
「AI 生成物の著作権をどこまで保護するか」については各国で見解が分かれており、国際
統一規格が近い将来に定まる見込みは立っていません。 

• WIPO の討論ポイント 
1. AI が発明創出プロセスで果たす役割に応じた権利帰属 
2. 著作権保護の要件と AI 生成の自動性の整合性 
3. データ保護・プライバシー・機密情報とのバランス 

8.4.2 日本の特許庁・立法府の検討状況 
 日本でも、特許庁が公表する AI 関連発明の審査ガイドラインや著作権法改正の動きなど
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が注目されています。今後、AI の発展に伴い、以下のような方向性が考えられます。 
1. AI 発明者問題 

o 当面は「自然人」が発明者という立場を崩さないと思われるが、将来的に「AI
が実質的に創出した発明」の取り扱いに関する検討が本格化する可能性があ
る。 

2. AI 生成物の著作権保護制度 
o AI が生み出した文章や画像、音楽を「誰が管理・権利行使するか」につい

て、各国法との調整が必要となる。 
3. データの扱いとプライバシー 

o 個人情報や企業秘密を含むビッグデータを AI が学習する場合、どの範囲ま
で許容されるかが課題。 

8.4.3 将来的な AI 発明者問題への展望 
 「AI を発明者と認めるか？」という問いに対しては、現行法制のままでは否定的見解が
強いものの、技術が進歩していけば、一部の限定的な領域で“AI 発明”を例外的に認める法
制度が生まれるシナリオもあり得ます。 
 ただし、その際には責任の所在や権利帰属をどう設定するかが大きな争点になります。現
在はまだ「AI の創作物」をめぐる国際的合意がないため、企業や弁理士は最新の法改正動
向と国際的議論を注視しながら、柔軟に対応を考えることが求められます。 

 
第 8 章まとめ 
 本章では、生成 AI を特許実務で活用する際に直面する法的・倫理的課題について見てき
ました。著作権や発明者の帰属問題、弁理士法・日本弁理士会会則との関係、虚偽記載や不
正競争のリスク、そして将来的な法改正の可能性——いずれも AI の進化と比例して深刻化
し得る論点です。 
 特許明細書は企業の機密情報を含むうえ、法的効果も非常に大きいため、AI が生み出す
出力を「鵜呑みにしない」「秘密保持と正確性を徹底する」姿勢が欠かせません。弁理士や
企業知財担当者は、自分の業務がどのような法的責任を負うかを十分理解し、AI を上手に
使いこなすためのガイドラインとリスクマネジメントを確立する必要があります。 
 次章（第 9 章）では、さらに一歩進んで、「AI と弁理士や知財担当者がどのように協働す
るのか」「将来的にどういったスキルが必要とされるのか」といった将来展望を示します。
法的リスクを踏まえながらも、AI がもたらす新たなチャンスをいかに活かすか、ぜひ考え
てみてください。 
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第 9 章 将来展望：弁理士と生成 AI の協働 
9.1 AI 技術の発展と特許実務の変化 
9.1.1 さらなるモデル大型化と高度化 
 自然言語処理における大規模言語モデル（LLM）は、現在でも数千億～数兆パラメータ
級のものが研究・実装され始めており、今後もモデルの大型化・高度化は続いていくと予想
されます。また、特定領域に特化した専門特化型モデル（例：化学、バイオ、機械など）も
急速に増え、出力の正確性や専門性がさらに向上するでしょう。 

• 特許実務への影響 
1. 先行技術調査の自動化や効率化が進み、必要に応じて“追加調査”を人間が行

う形に変わる可能性がある。 
2. クレーム自動ドラフティングの精度がさらに高まり、人間が最終的に微修正

するだけで済む場面が増える。 
3. 発明者とのヒアリングも、音声認識＋生成 AI でほぼリアルタイムに文章化・

要約され、明細書下書きの初期段階が劇的に短縮される。 
 こうした技術進化に伴い、弁理士の業務は従来の「書類作成に時間をかけるスタイル」か
ら「AI が作成した草稿を適正に評価・修正し、戦略立案や顧客折衝に力を注ぐスタイル」
へと移行していくと考えられます。 
9.1.2 特許審査プロセスの自動化・効率化 
 特許庁や各国の特許庁でも、AI による特許審査支援が進むでしょう。すでに先行技術検
索の一部は機械学習が導入されていますし、今後はクレームの文言解析や、拒絶理由通知の
草稿を AI が作成する試みが拡大する可能性があります。 

• 弁理士への影響 
o 審査官側も AI を活用することで、拒絶理由が早期に明確化される可能性が

高く、申請人・弁理士としては、「どうやって最初から最適化したクレーム
を提出するか」がより重要になる。 

o “面談”や“意見書”などのヒト同士の交渉・説得が、AI 審査官を相手に行われ
る日が来るのかもしれません。実際に AI が審査官業務の大半を担う場合、
法解釈や人間関係構築ではなく、アルゴリズムへのロジック的対応が必要と
される場面が増える可能性もあります。 

9.1.3 “ノン・プラクティス”領域へのシフト 
 従来、弁理士のメイン業務だった出願書類の作成や先行調査が大幅に自動化されると、弁
理士は「AI に代替されるのでは」という不安を抱きがちです。しかし、実際には“ノン・プ
ラクティス”とも言われる、コンサルティングや戦略立案といった領域が今後ますます重視
されるでしょう。 

• 具体例 
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o AI が特許明細書ドラフトを作ってくれるとしても、どのタイミングで出願
するか、他の知財（商標・意匠・著作権）との併用戦略をどう組み立てるか、
といった判断は専門家の経験・洞察が必要。 

o ライセンス交渉や技術契約、特許訴訟の戦略立案など、“人間同士の交渉力”
が不可欠な領域では、AI はあくまで補佐的役割にとどまる。 

 
9.2 弁理士の新たな役割とスキルセット 
9.2.1 AI リテラシーの重要性 
 AI 時代において、「法的な知識＋技術的な知識」という従来の弁理士スキルに加え、AI リ
テラシーが必須となるでしょう。AI リテラシーとは、AI の仕組みや限界を理解し、適切に
活用する能力を指します。特に以下のような要素が重要です。 

1. プロンプトエンジニアリング 
o どのように AI に指示すれば望む出力を得られるか。 
o 特許文書独特の文体やクレーム形式を AI に正しく伝えるためのノウハウ。 

2. 出力結果の評価と修正 
o AI が生成した文章やクレームを、法的・技術的観点からチェックし、誤りや

隠れた問題点を見抜く。 
o 因果関係や進歩性の立証など、AI が苦手とする部分を補完する力。 

3. セキュリティ・コンプライアンス 
o AI を使う際の守秘義務やデータ漏洩リスクを正しく把握し、社内外に対し

て適切なルールを設定できる。 
9.2.2 法的思考とテクノロジー理解の融合 
 今後、AI は弁理士の業務効率を高める一方で、「最終的な法的判断はあくまで人間が行う」
という構図は変わらないと見られます。特許法や関連法規に精通しつつ、AI 技術を理解す
ることで、より複雑な発明や新しい技術領域にも柔軟に対応できる「ハイブリッド型弁理士」
が求められるでしょう。 

• 例：AI 関連発明の権利化 
o 単なるディープラーニングのアルゴリズム記載だけでは不十分で、どのよう

にして技術的課題を解決するかを論理的に示す必要があります。 
o AI リテラシーのある弁理士は、アルゴリズムの本質や学習データの役割を

理解し、審査官に説得力のある説明を行いやすい。 
9.2.3 交渉・合意形成スキルの重要性 
 AI 時代に差し掛かると、機械の得意領域（知識整理、文章ドラフティング）と人間の得
意領域（交渉、説得、倫理判断）がより明確に分かれると考えられます。弁理士は、審査官・
クライアント・他のステークホルダーとのコミュニケーションを主導し、合意形成を行う役
割がさらに重要化していくでしょう。 
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• 特許訴訟の場面 
o AI が判例検索や膨大な文書の要約を行ってくれても、裁判官や相手方代理

人との協議・法的戦略立案は人間の対話力が大きくものをいう。 
o 「AI で見つけた論点」をどのように法廷で主張するかは、弁理士・弁護士の

能力が試される場面となる。 
 

9.3 “AI に負けない”弁理士になるために 
9.3.1 定型作業の自動化とクリエイティブ領域へのシフト 
 AI 技術は、特許明細書の定型部分（従来技術、課題、解決手段、図面説明など）を初期
ドラフトとして生成するだけでなく、先行技術調査や分類作業なども大幅に自動化します。
こうした定型業務が減っていくほど、弁理士は「AI で代替できない仕事」にリソースを振
り向けることになります。 

• 具体例 
o 技術戦略コンサル：企業がどの国にどの順番で出願すべきか、どんなクレー

ム形態が競合を牽制できるかを提案。 
o リスク分析・係争対応：競合との特許侵害リスクを AI の分析結果を踏まえ

て予測し、ライセンス交渉や和解案を組み立てる。 
o イノベーションの推進：発明者との対話から新たな発明のヒントを導き、研

究開発部門にアドバイスする。 
9.3.2 クライアント・社内ステークホルダーへの価値提供 
 “AI＋人間”のスタイルを確立することで、弁理士はクライアント（企業・発明者）や社内
ステークホルダー（経営層・研究開発部門）に対し、従来以上の迅速かつ質の高いサービス
を提供できるようになります。 

• 早期出願・権利化支援 
o AI がドラフト作成を短時間で仕上げるため、出願スピードが上がる。クラ

イアントは市場リリース前に早期権利化できる可能性が高まり、競合の出願
に対する優位を得やすい。 

• リスクマネジメント 
o AI による大量文献チェックの効率化により、見落としを減らし、より安全

な権利範囲設定を実現。クライアントや社内チームからの信頼が高まる。 
9.3.3 生涯学習とコミュニティ連携のすすめ 
 AI は急激に進化し続けるため、弁理士が 1 回スキルを学んだだけでは不十分です。継続
的に最新動向をキャッチアップし、実務に活かす工夫が必要です。 

1. 学会・セミナー 
o AI に関する最新の学会発表や法律研究会に参加し、技術的ブレイクスルー

と法制度の動きを同時に把握する。 
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2. 弁理士会や業界コミュニティでの情報共有 
o AI 活用の成功事例・失敗事例を持ち寄り、より安全かつ効果的な使い方を

模索する。 
3. クライアントとの協力関係強化 

o お互いに AI ツールを試しながら改善点を発見し、弁理士が持つ法的専門知
識とクライアントの技術知識を組み合わせることで、さらなるイノベーショ
ンを誘発する。 

 
第 9 章まとめ 
 本章では、生成 AI のさらなる発展が特許実務にもたらす影響を見通しながら、これから
の弁理士・知財担当者がいかに AI と共存し、競争力を高めるかを考察しました。 

1. AI 技術の発展 
o モデルの大型化、特許審査プロセスの自動化により、ドラフティングや先行

調査などの“定型業務”はより短時間で済むようになる。 
2. 弁理士の新たな役割 

o AI リテラシーが必須スキルとなり、法的思考＋テクノロジー理解＋戦略立
案を総合的にこなすハイブリッド型専門家が求められる。 

3. “AI に負けない”ために 
o 定型作業から解放された時間を“クリエイティブ”かつ“コンサルティング的”

な業務に振り向ける。 
o 交渉力や合意形成力といった、人間ならではの強みを伸ばすことで、クライ

アントや社内外のステークホルダーにさらなる価値を提供する。 
 AI の進歩は驚異的ですが、人間の法律知識や社会的文脈への理解、コミュニケーション
能力は依然として不可欠です。むしろ、AI を使うことで専門家の生産性や知的創造力が高
まり、特許実務が高度化する可能性があります。次章（最終章）では、「これからの知財戦
略と AI」を総括しつつ、本書の結論と読者へのメッセージをお伝えします。 
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第 10 章 おわりに 
10.1 これからの知財戦略と AI 
10.1.1 特許だけでなく、知財全体を見据える 
 本書では、生成 AI を活用した特許明細書の作成を中心に解説してきましたが、AI がもた
らす変革は特許分野にとどまりません。企業戦略としては、特許だけでなく、意匠・商標・
著作権などの他の知的財産や、オープンソース戦略、オープンイノベーションとの連携を視
野に入れることが重要です。 

• AI による意匠・商標の自動生成 
o ロゴやデザインを生成 AI が提案し、意匠や商標として保護するケースが増

えれば、意匠・商標出願の書類作成や先行類似検索も大幅に効率化する可能
性があります。 

• オープンイノベーションとの融合 
o AI を活用して他社や大学の研究成果を迅速に探索し、共有の特許ポートフ

ォリオや共同研究契約をまとめやすくなる。 
o 開放特許やオープンソース化されたソフトウェアを AI が学習し、企業同士

の連携が促進されるシナリオも考えられます。 
 つまり、AI によって特許明細書作成が効率化することは、企業全体の知財戦略をよりス
ピーディかつ包括的に構築するチャンスでもあるのです。特許部門・法務部門・開発部門の
垣根を越えて、トータルな知財マネジメントを実現するためのツールとして、AI をうまく
取り込んでいきましょう。 
10.1.2 大企業・中小企業それぞれの視点 
 大企業は、社内でオンプレミス環境を構築するなど大掛かりな AI 導入がしやすい一方、
中小企業やスタートアップはリソースや予算の制約が大きく、クラウド型 AI ツールを上手
に活用する戦略が求められます。 

• 大企業の強み 
o 自前のサーバーを持ち、機密情報を含むデータを安全に取り扱いやすい。 
o グローバルポートフォリオや大量の出願案件を AI で一括管理し、コストダ

ウンとスピードアップを同時に狙える。 
• 中小・ベンチャーの強み 

o スピード感のある意思決定で新しい AI ツールを試用しやすい。 
o 社内フローがシンプルなので、AI 導入による業務変革を素早く展開しやす

い。 
o 外部パートナー（弁理士事務所やコンサル会社）と柔軟に連携し、オープン

イノベーション型の知財戦略に取り組みやすい。 
 いずれの場合でも、AI 活用は自社の規模・技術分野・知財方針に合わせた最適解を選ぶ
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必要があります。ツール選定・導入コスト・セキュリティレベル・教育研修などを総合的に
検討し、企業規模に応じた AI 戦略を描いていきましょう。 

 
10.2 明細書作成のさらなる効率化を目指して 
10.2.1 ユーザー中心の AI ツール開発 
 今後、AI による明細書作成ツールは、よりユーザーフレンドリーなインタフェースや、
特許庁との API 連携などが進む可能性があります。たとえば、出願書類の形式要件チェッ
クを AI がリアルタイムに行い、記載不備や用語の統一を支援する機能が標準化されれば、
弁理士や知財担当者の手間を大幅に削減できるでしょう。 

• 期待される機能例 
o 図面支援：CAD や画像生成 AI と連携し、部品番号の自動割り当てや寸法線

の自動描画をサポート。 
o 自動校正：クレームと実施例の整合性を AI がチェックし、矛盾や漏れを指

摘。 
o 審査官とのコミュニケーション補助：意見書や面談用シナリオを AI が下書

きして、主張の整合性を検証。 
10.2.2 研究開発スピードとの相乗効果 
 AI による明細書作成の効率化が研究開発現場にも好影響を与え、「出願ペースが早まり、
競合他社よりも先に特許を取得できる」というシナリオが現実味を帯びてきます。さらに、
研究者とのコミュニケーションロスが減り、要点整理や先行技術の把握がスムーズになる
ことで、R&D（研究開発）と IP（知的財産）の連携が一層強化されるでしょう。 

• イノベーション・エコシステム 
o AI が特許出願プロセスを加速し、企業や大学の研究成果がスピーディに権

利化→公開→社会実装される。 
o 新たな技術が次々に実用化され、オープンイノベーションを通じてさらなる

研究開発が促進される“好循環”が生まれるかもしれません。 
 

10.3 読者へのメッセージ 
10.3.1 AI 活用に対する積極的な姿勢を 
 本書を通じてご理解いただいたように、生成 AI は特許明細書作成の手間を大幅に減らし
ながら、抜け漏れを早期に発見するなどのメリットをもたらします。一方で、幻覚
（hallucination）や誤記載、情報漏洩といったリスクも抱えており、最終的には人間の知見
と判断が不可欠です。 
 「誤りが出るから AI は使えない」と敬遠するのではなく、うまくツールを使いこなせば
自分の業務に強力なアシスタントを得られる、そういう前向きな姿勢を持つことで、新たな
知財戦略やキャリアの可能性が広がるはずです。 
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10.3.2 人間と AI が切り拓く知財の未来 
 近い将来、より高度な AI が登場し、発明の構想や問題設定の提案まで行う可能性があり
ます。そうなれば、弁理士や知財担当者が担うべき役割は一層重要になるでしょう。AI を
活用しながらも、人間同士の交渉や判断、戦略的思考が求められる場面は今後もなくなりま
せん。 
 「AI vs. 人間」という対立構造ではなく、“AI＋人間”の協働によって、これまでにない知
財価値を創出できる時代が訪れています。特許をめぐる競争もグローバル化が進む中で、AI
を活かせる組織・専門家こそが、今後のイノベーション・リーダーとなるでしょう。 
10.3.3 アップデートのお願い 
 AI 技術や特許法制度は日進月歩で変化しており、本書の内容も数か月後にはアップデー
トを要するかもしれません。そこで、読者の皆様には、本書で学んだ知識をもとに実務で試
してみると同時に、最新の AI 動向や法改正情報を継続的に追いかけていただきたいと思い
ます。 
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あとがき 
 本書では、生成 AI を活用した特許明細書作成に関する基礎知識から実務的なノウハウ、
分野別ケーススタディ、法的・倫理的な論点、そして弁理士と AI の協働がもたらす未来像
までを網羅的に解説してまいりました。 
 文章生成 AI が一気に普及した今、「このブームは一過性なのか、それとも特許実務のス
タンダードになるのか」という問いを抱える方も多いでしょう。しかし、AI が業務効率化
や新規発明創出を加速させるポテンシャルを考えると、後戻りはできない進化であると筆
者は考えています。 
 大切なのは、AI を疑わずに盲信するのではなく、かといって排除するのでもなく、道具
として適切に使いこなすことです。特許は技術と法律の接点に位置し、常にイノベーション
を支える要となる分野です。AI を「恐れ」や「ネガティブ要素」として見るのではなく、
新しい発明を生み出す補助軸や効率化のエンジンとして活用し、“AI×人間”の最強チームを
構築していくことで、特許実務と知財戦略に新たな地平が拓けるでしょう。 
 本書が、読者の皆様の実務に少しでもお役立ちできれば幸いです。今後の AI 技術の進歩
や法制度の変化にあわせて、ご自身のスキルや組織の体制をアップデートし続けてくださ
い。そして、生成 AI がもたらす未来の特許実務の姿を、一緒に切り開いていきましょう。
ご健闘を心よりお祈りしております。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


